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令和５年12月６日（水曜日）

午前９時56分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○議案第３号 宮崎県部設置条例の一部を改正

する条例

○議案第４号 宮崎県税条例の一部を改正する

条例

○議案第８号 事業契約の変更について

○議案第12号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第28号 当せん金付証票の発売について

○議案第33号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第42号 職員の給与に関する条例及び一

般職の任期付職員の採用等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第44号 知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例

○議案第45号 会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例等の一部を

改正する条例

○その他報告事項

・県内企業優先発注及び県産品の優先使用等に

係る実施方針の令和４年度の実績等について

・宮崎県地域公共交通計画の素案について

・宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の素案に

ついて

・「産業のデジタル化に関する現状と課題」アン

ケート結果について

・宮崎県人権施策基本方針の素案について

・新田原基地における日米共同訓練について

○閉会中の継続審査について

出席委員（７人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 福 田 新 一

委 員 二 見 康 之

委 員 川 添 博

委 員 坂 本 康 郎

委 員 岩 切 達 哉

委 員 脇 谷 のりこ

欠席委員（１人）

委 員 濵 砂 守

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

政 策 調 整 監 田 中 克 尚

県 参 事 兼 総 合 政 策 部 次 長
児 玉 浩 明

（政策推進担当）

総合政策部次長
坂 元 修 一

（県民生活・サミット担当）

部参事兼総合政策課長 中 尾 慶一郎

広域連携推進室長 川 越 勉

部参事兼秘書広報課長 長 友 修 一

広 報 戦 略 室 長 須 波 勇一郎

統 計 調 査 課 長 伊 福 隆 徳

総 合 交 通 課 長 佐 野 晃 浩

中山間･地域政策課長 湯 地 正 仁

産 業 政 策 課 長 守 部 丈 博

デジタル推進課長 甲 斐 慎一郎

生 活 ・ 協 働 ・
牛ノ濱 和 秀

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 西 丸 日出男

みやざき文化振興課長 堀 尚 子

人権同和対策課長 中 村 洋 介

国 ス ポ ･ 障 ス ポ 準 備 課 長 塩 田 康 一

競技力向上推進課長 岩 切 正 義

総務部

総 務 部 長 吉 村 達 也
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危機管理統括監 横 山 直 樹

総 務 部 次 長
川 端 輝 治

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
渡 邉 世津子

兼危機管理課長

総 務 課 長 黒 岩 賢 二

人 事 課 長 那 須 隆 輝

行政改革推進室長 徳 松 一 豊

部参事兼財政課長 高 妻 克 明

財産総合管理課長 鬼 塚 保 行

税 務 課 長 蛯 原 真 治

市 町 村 課 長 池 田 幸 優

総務事務センター課長 清 藤 荘 八

消 防 保 安 課 長 寺 田 健 一

会計管理局

会 計 管 理 者 兼
長 倉 佐知子

会 計 管 理 局 長

会計管理局次長 朝 稲 晃

会 計 課 長 川 口 千 鶴

物品管理調達課長 堀 一 博

人事委員会事務局

事 務 局 長 田 村 伸 夫

総 務 課 長 小 園 浩 孝

職 員 課 長 森 山 紀 子

監査事務局

事 務 局 長 米 良 勝 也

監 査 第 一 課 長 山 崎 博 信

監 査 第 二 課 長 日 高 栄 治

議会事務局

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 鬼 川 真 治

総 務 課 長 阿 萬 慎 治

議 事 課 長 福 島 久 大

政 策 調 査 課 長 牧 浩 一

事務局職員出席者

議事課主任主事 木 村 結

政策調査課主任主事 髙 山 紘 行

○山下委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

日程案につきましては、御覧のとおりであり

ますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第42号、議案第45号に対する人事

委員会の意見についてであります。

タブレットの委員協議フォルダー内にある資

料を御覧ください。

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に

基づき、議会から人事委員会に意見を求めた回

答であります。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前９時56分休憩

午前９時59分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。

○重黒木総合政策部長 総合政策部でございま

す。本日もどうぞよろしくお願いいたします。

それでは、まず初めに、お礼を申し上げます。

11月10日に開催しました宮崎県文化賞授賞式

におきましては、濵砂議長に御出席を賜り、誠

令和５年12月６日(水)
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にありがとうございました。この賞は、昭和25

年に創設されまして、今回で74回目を迎えた歴

史ある賞でございます。今年度の受賞者の方々

を含めまして、これまで311人と４団体が受賞さ

れております。今後とも、本県文化の魅力向上

やさらなる発展に取り組んでまいります。

それでは、総務政策常任委員会資料の２ペー

ジを御覧ください。

目次でございますけれども、今回、総合政策

部からお願いしております予算議案につきまし

ては、議案第１号及び議案第33号の一般会計補

正予算でございます。

資料の３ページを御覧ください。

予算議案の概要でございます。

まず、議案第33号の関係になりますけれども、

今回の総合政策部の補正額は、予算総括表の右

の下、総合政策部の合計欄にございますよう

に、13億2,267万7,000円の増額をお願いしてお

ります。その結果、一番右端の補正後の額は、

一般会計と特別会計を合わせまして321億9,254

万円となります。

今回の補正は、国の地方創生臨時交付金の重

点支援地方交付金を活用いたしまして、物価高

騰に伴うＬＰガス利用者の負担軽減や、交通物

流事業者に対しまして燃料費高騰分に対する補

助を継続するもの、また、今般の給与改定に伴

う人件費の増額補正でございます。

次に、４ページを御覧ください。

こちらが議案第１号の関係になります。

まず、繰越明許費補正（追加）でございます

けれども、表にありますとおり、消費生活セン

ター施設修繕事業、県立芸術劇場大規模改修事

業、県有スポーツ施設整備事業の３事業で、合

計２億7,905万8,000円の繰越しをお願いするも

のであります。

次に、５ページを御覧ください。

こちらが債務負担行為補正（追加）でござい

ます。表にありますとおり、宮崎県男女共同参

画センター管理運営委託費と県有スポーツ施設

整備事業の２事業につきまして追加をお願いす

るものであります。それぞれの議案の詳細につ

きましては、後ほど担当課長から説明をいたし

ます。

２ページの目次にお戻りください。

Ⅱの特別議案につきましては、議案第８号の

県プール整備運営事業に係る事業契約の変更に

ついて、また、議案第12号の宮崎県男女共同参

画センターに係る公の施設の指定管理者の指定

についての２件でございます。

それから、Ⅲのその他報告事項につきまして

は、県内企業優先発注及び県産品の優先使用等

に係る実施方針の令和４年度の実績等について

ほか４件でございます。これらにつきましても、

後ほど担当課長から御説明いたします。

私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

○山下委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○中尾総合政策課長 私のほうからは、総合政

策部の繰越明許費補正及び債務負担行為補正に

ついて御説明いたします。

常任委員会資料の４ページを御覧ください。

２の繰越明許費補正（追加）の３事業、合計

２億7,905万8,000円の繰越しをお願いするもの

であります。

まず、１つ目の「消費生活センター施設修繕

事業」ですが、宮崎県消費生活センターのエレ

ベーター改修工事において、必要な部品調達の
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遅れが生じるなど、関係機関との調整に日時を

要したものであります。

その下の「県立芸術劇場大規模改修事業」で

すが、県立芸術劇場の受変電設備改修工事にお

いて、必要な部材の調達に遅れが生じるなど、

関係機関との調整に日時を要したものでありま

す。

最後の「県有スポーツ施設整備事業」であり

ます。これは、ひなた宮崎県総合運動公園庭球

場の改修に係る設計委託業務等について、関係

機関との調整に日時を要したことにより、繰越

しをお願いするものであります。

５ページを御覧ください。

３、債務負担行為補正（追加）の２事業、合

計６億8,713万5,000円についてです。まず、１

つ目の「宮崎県男女共同参画センター管理運営

委託費」につきましては、指定管理者による管

理運営を行っておりますが、今年度をもって指

定期間が終了いたしますことから、令和６年度

以降の指定管理者の選定に伴い、令和10年度ま

での債務負担行為をお願いするものです。

２つ目の「県有スポーツ施設整備事業」につ

いてですが、体育館建設工事でのインフレスラ

イド対応等による工事費増に伴い、必要な予算

について、令和７年度までの債務負担行為をお

願いするものであります。

続きまして、11月補正予算案のうち、給与改

定に伴う人件費の補正について、総合政策部全

体を一括して御説明いたします。

常任委員会資料の６ページを御覧ください。

総合政策部の人件費に係る11月補正額は、表

の右下、合計の欄にありますとおり、3,845

万2,000円の増額補正をお願いしております。

給与改定の詳細につきましては、後ほど総務

部のほうから説明があるかと思いますが、今回

の改定は、人事委員会勧告等に基づくものであ

りまして、月例給を平均で0.97％引き上げ、ま

た、勤勉手当の支給月数を0.1月引き上げること

等に伴う増額でございます。

この結果、補正後の額につきましては、総合

政策部全体で22億270万8,000円となります。

続きまして、総合政策課の補正予算につきま

して御説明いたします。

常任委員会資料の７ページを御覧ください。

当課の11月補正額は、この表の一番上、左か

ら２列目、補正額の欄でありますが、総額で６

億8,162万7,000円の増額補正をお願いしており

ます。

補正後の予算額は、右から３列目の欄、40

億7,271万9,000円となります。

補正の主な内容について、８ページを御覧く

ださい。

一番下の（事項）県計画総合推進費の説明欄

にありますとおり、新規事業「宮崎県ＬＰガス

料金負担軽減事業」でありますが、事業内容に

つきましては、資料の９ページを御覧ください。

事業費は６億7,200万円、財源は全額、国の重

点支援地方交付金であります。

この事業は、物価高騰に伴うＬＰガス使用料

の上昇により影響を受ける一般消費者等を対象

に、ＬＰガス販売事業者を通じて使用料の値引

きを行うことにより、ＬＰガス使用世帯の負担

軽減を図ることを目的としております。

具体的には、１月または２月の使用料から１

世帯当たり2,000円を１回に限り値引きすること

としております。

事業の仕組みにつきましては、宮崎県ＬＰガ

ス協会を運営窓口とし、ＬＰガス販売事業者の

協力を得ることで、約32万戸のＬＰガス使用世

帯を支援してまいります。
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○佐野総合交通課長 総合交通課の補正予算に

ついて御説明をいたします。

常任委員会資料の14ページを御覧ください。

総合交通課の補正予算につきましては、左か

ら２列目の一般会計補正額にありますとおり、

６億1,399万円の増額補正をお願いしておりま

す。

補正後の額につきましては、右から３列目、31

億2,407万円となります。

補正の主な内容につきましては、15ページを

御覧ください。

中段にあります（事項）広域交通ネットワー

ク推進費の説明欄にあります、交通・物流事業

者燃料高騰等対策事業について御説明いたしま

す。

資料の16ページを御覧ください。

交通・物流事業者燃料高騰等対策事業でござ

います。

交通・物流事業者につきましては、原油価格

の高止まりの影響により、依然として厳しい経

営環境下にございます。このような中、先般、

国が燃料油価格の激変緩和措置を継続すること

を決定しましたことから、県におきましても、

交通・物流事業者の負担軽減を図り、交通・物

流網の維持を図るため、これまでと同様に本事

業を引き続き実施するものでございます。予算

額は６億1,222万5,000円、財源は全額、国の重

点交付金であります。

事業の概要を御覧ください。

事業内容ですが、右側の表にありますとおり、

支援対象をこれまでどおり、バス、トラック、

フェリー、ＲＯＲＯ船、タクシー、代行として

おり、それぞれの使用燃料ごとの補助単価に燃

料使用量７か月分を乗じて設定した１台当たり

の補助額を定額で支援するものでございます。

それぞれの補助単価につきましては、国の激

変緩和等を加味した上で、コロナ禍前の燃料価

格と比較した高騰分を設定しております。

補助金交付の方法としましては、トラック協

会などの各協会を通じた交付及び県による直接

交付でございます。

成果指標としましては、燃料価格の高止まり

により運行経費が増大している交通・物流事業

者の負担を軽減し、本県交通・物流網を安定的

に維持していくこととしております。

事業の期間は、令和５年度の単年度事業であ

ります。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 常任委員会資

料の34ページを御覧ください。

議案第８号「事業契約の変更」についてであ

ります。

９月議会で御承認いただきました補正予算に

基づき、県プール整備運営事業の事業契約の変

更を行いますことから、議会の議決をお願いす

るものであります。

まず、１の事業契約の概要でありますが、（１）

の事業名称は、県プール整備運営事業、（２）の

契約金額は、変更前の155億9,440万8,800円から

変更後の166億5,729万6,340円へと、10億6,288

万7,540円増額するものであります。

（３）の契約相手方及び（４）の事業期間は、

記載のとおりで変更はありません。

次に、２の変更理由でありますが、事業契約

に基づく物価変動等に伴う契約金額の改定であ

ります。

これは、本事業はＰＦＩ手法を導入して整備

を進めておりますが、事業期間が長期にわたり

ますことから、契約期間中に生じる可能性のあ

る物価変動等のリスクについて、あらかじめル

ールを定めた上で契約を締結しており、今回の
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金額の改定は、その契約上の規定に基づき対応

するものであります。

次に、３の事業概要につきましては、記載の

とおりで変更はありません。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 委員会資

料の35ページをお願いいたします。

議案第１号及び第12号「公の施設の指定管理

者の指定」（宮崎県男女共同参画センター）につ

いて御説明いたします。

当センターの次期指定管理候補者の選定につ

きましては、６月の常任委員会で募集方針等の

概要を御説明したところですが、今回、指定管

理者を指定することについて、地方自治法及び

公の施設に関する条例の規定により、県議会の

議決を求めるものであります。

まず、１、施設の概要でありますが、設置目

的は、情報提供や啓発などにより、地域におけ

る男女共同参画社会の形成に寄与することと

なっており、現指定管理者は、特定非営利活動

法人みやざき男女共同参画推進機構であります。

次に、２、次期指定管理候補者は、現管理者

であります、特定非営利活動法人みやざき男女

共同参画推進機構、また、３、指定期間は、令

和６年４月から令和11年３月までの５年間とし

ております。

４、選定概要でありますが、（１）、公募の状

況につきましては、令和５年７月６日から９月

７日まで募集を行いましたところ、申請者は現

指定管理者の１法人でありました。

次のページをお願いいたします。

（２）指定管理候補者の審査方法であります

が、①、審査の流れにつきましては、表の一番

上、県の書類審査を経た後、外部委員で構成さ

れます指定管理候補者選定委員会において、申

請者のプレゼンテーション及びヒアリングによ

る審査を行い、その後、県の指定管理候補者選

定会議におきまして、選定委員会の審査結果を

選定基準等に基づき評価した結果と照らし合わ

せ、候補者案についての評価を確認し、県にお

いて指定管理候補者を選定いたしました。

②、選定委員会委員及び③、選定会議委員の

構成につきましては、それぞれ表に記載のとお

りであります。

次のページをお願いいたします。

④、選定基準・審査項目・配点につきまして

は、住民の平等な利用の確保など４つの選定基

準と、それぞれの基準について審査項目と配点

を設けたところであります。

次のページをお願いいたします。

（３）、審査結果及び選定理由であります。

まず、①、指定管理候補者選定委員会におけ

る審査の結果は397点、委員１人当たりの平均点

数は79.4点であります。これは、委員合計500点

の６割である最低基準点300点を満たしておりま

す。

次に、②、指定管理候補者選定会議における

確認の結果は83点であり、こちらも最低基準100

点満点の６割を満たしており、選定委員会の審

査結果と相違ないことを確認いたしました。

次に、③、選定理由でありますが、ただいま

御説明しましたとおり、選定委員会の審査及び

選定会議での確認の結果、最低基準点を満たし

ていること、男女共同参画社会づくりの重要性

等を十分理解した上で、適切な事業計画が提出

されていること、施設の管理運営を適切かつ着

実に実施する能力を有していると認められるこ

とから、候補者として選定したところでありま

す。

次に、５、指定管理候補者からの提案内容で

あります。
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（１）、指定管理料につきましては、表の一番

上の段、候補者からの提案額は、令和６年度が

年額3,984万4,000円、令和７年度以降が4,030

万4,000円であります。

その右ですが、指定期間の５年間で合計２

億106万円、年平均4,021万2,000円となっており

まして、その下の段に記載しております、県が

示した基準価格と同額となっております。

また、表の一番下の段でありますが、今期の

指定管理料年額3,430万7,000円に対しまして、

提案額の年平均額は、上段右側に記載のとお

り4,021万2,000円でありますので、その差額は、

括弧書きの590万5,000円となっております。

なお、今回の指定に伴いまして、債務負担行

為の追加が生じますことから、議案第１号「令

和５年度宮崎県一般会計補正予算（第５号）」

において限度額の設定も併せてお願いしており

ます。

次のページをお願いいたします。

（２）、収支計画でありますが、５年間の内訳

は記載のとおりであり、各年度で収支差額はゼ

ロとなっております。

次に、（３）、県民サービスの向上等に係る提

案といたしまして、①、情報提供では、若年層

を主なターゲットとしてＳＮＳの積極的な活用

による情報発信の強化など、②、啓発では、ユ

ーチューブ等を活用した講座や動画の配信、教

職員を対象とした研修会や市町村と協働して

ジェンダー平等に資する取組を実施、③、相談

では、電話・面接相談に加えてメールによる相

談受付など、④、その他としまして、センター

事業のより効果的な広報を行うため、広報戦略

担当を配置することとしております。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○岩切委員 技術的な問題で確認したいんです

が、資料34ページの県プール整備運営事業の物

価変動に伴う改定なんですけれども、今回の改

定額は何％になりますか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 もともとの契

約が155億円で、今回、約10億6,300万円の増額

ということになりますので、割合としましては

約6.8％になります。

○岩切委員 6.8％は、ちまたで聞く物価上昇の

実情の示す数字より少し高めかなという印象を

受けたんですが、物価変動等の「等」の部分に

何があるのか、もう一度解説してもらっていい

ですか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 物価変動等の

「等」の中については、今回、事業者からの自

由提案事業としまして、プールの屋根を活用し

た太陽光発電事業を行う予定にしております。

この事業の導入によりまして光熱費が低減され

ますことから、契約金額が約400万円減少となる

というところで、この「等」の中には減額分が

入っております。

今回、6.8％の増額になりますけれども、この

算定に当たりましては建築費指数というものを

使っておりまして、この中では、建築関係が13.1

％の増額、設備関係が5.8％の増額となっており

ます。

○岩切委員 13.1％増額、5.8％増額、平均する

と6.8％増額という理解と、太陽光発電は計画に

新たに組み込んだという説明を今受けたと理解

してよろしいでしょうか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 6.8％増額とい

うのは、必ずしも建築の指数と設備の指数の平

均ということではないです。例えば、建築費指

数13.1％の内訳を見ていきますと、資材関係で

は生コンが約15％増額ですとか、鉄鋼関係が37
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％増額といった形で、もろもろの指数が入って

おります。したがいまして、必ずしも足した平

均が6.8％ではないということでございます。

また、太陽光発電事業につきましては、事業

者から追加提案があったということでございま

す。

○岩切委員 この額の引上げ自体にどうこう言

うつもりじゃないんですけれども、その内容を

正確に受け止められるように解説をいただきま

した。要は、建築費やその他の材料費、恐らく

従事者の賃金等の引上げもあると思うんですけ

れども、そういったもろもろがあってこれだけ

の費用がかかりますよということと、太陽光発

電事業を導入することで費用が減りますよとい

う理解をすればよろしいんでしょうか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 そのとおりで

ございます。

○岩切委員 次は、資料35ページの指定管理の

問題です。男女共同参画センターについて、申

請者は現在のみやざき男女共同参画推進機構だ

けだったということでした。職員数が９名とご

ざいますが、管理費が2,900万円あたりです。そ

うすると、今、賃金は上昇させていこうという

流れにあると思うんですけれども、９人がこ

の2,900万円の中で賃金を受け取るという理解で

よろしいですか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 そのとお

りでございます。

○岩切委員 そうしますと、私自身は、このセ

ンターのスタッフの働きぶりなどを見る機会が

よくあるんですが、持っている能力とか県の男

女共同参画政策に対する寄与の状態からすると、

いささか算定が厳し過ぎるんじゃないかなと思

うんですけれども、人件費はこれぐらいの費用

で見てくださいというのが、もともと県の基準

にあるんでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 人件費も

含めまして、県が示した基準価格でございます

が、積算の考え方としましては、これまでの積

算をベースにしまして、類似施設の職員の人件

費の動向ですとか、そういった均衡も勘案して

積算をしているところでございます。今回、新

たな指定管理を設けるに当たっては、近年、人

件費の高騰もございますので、その辺の動向も

加味した上で積算していると考えております。

○岩切委員 現実に300万円ぐらいが平均になる

んです。スタッフの持っていらっしゃる力から

すると、また、県政の中で、今話題となる男女

共同参画という課題に果敢に取り組んでいただ

いている実情からすると、いささか厳しい算定

をされているなという印象があるんです。それ

を今さらどうこうすることは難しいとは思いま

すけれども、常々、そのことは意識していただ

かないといけない課題かなと。

15年、20年前の発想はそうであったかと思い

ますけれども、今はやっぱり持ち得る力に対し

てきちんと評価をするというのがあるべきじゃ

ないかなと思います。急激には変わり得ないか

もしれませんけれども、そういう意識を持ちな

がら仕事をお願いしないと、燃え尽きちゃうと

いうか─リーダー的な人が何人か辞めていっ

たんです。その背景には、いつまでもここにい

ても、賃金という形での自分の評価が上がらな

いと、そういうことも口にされておられたのは

事実であります。そういう意味で、類似施設の

相場で見ましたということは、それなりに根拠

のあるところだとは思うんですけれども、大事

な男女共同参画支援の仕事を団体等にお願いす

るにあたって、この団体以外のところも含めて、

この金額では厳しいという言葉が出てくるよう
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であればよくないなと思うところです。ぜひよ

く考えていただければありがたいなと思います。

ついでに、37ページの施設の管理の面で、９

号館の２階等を使うときに、利用者によっては

階段が上れない方もいらっしゃるということで、

エレベーター設置の御希望を聞いたことがある

んですが、所管外かもしれませんけれども、建

物がセンターとしての機能を発揮できるような

整備をぜひ考えていただきたいなと思うんです

が、そのあたりは御相談が可能なものなんでしょ

うか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 センター

の利用のしやすさ等でございますが、やや分か

りにくい場所にあるということもあります。ま

た、今、委員のおっしゃられたように、２階、

３階がある中でエレベーターがないということ

で、少し利用しづらいということもございます。

それは課内でもいろいろ議論しているところで

ございまして、実は、令和７年度から別の新し

い施設への移転も検討しており、そういったよ

り利用しやすい施設ということも含めて今検討

しているところでございます。

○岩切委員 いろんな研修会などを開くとたく

さんの方がお見えになっておられます。エレベ

ーターがないことで、たくさんのお手伝いをさ

せていただきながら上がっていただいていると

いう話も聞くので、御検討いただいて、ぜひ別

の建物への移転を実現できるとありがたいです。

それで、男女共同参画に絡む話で、後ほど、

人権の話の中にも出てくるとは思いますが、女

性に対する差別などに対して、丁寧に取組をし

ていただいているんですけれども、その課題の

幾つかのところに子供の政策があり、障がい者

の政策がありということで部署がありますが、

女性の政策はこの男女共同参画センターだけな

んです。県政の中で女性政策がいろんな課にま

たがっていて、集約されている部署が─生活

・協働・男女参画課は１つのポジションにはな

るとは思うんですけれども、それも幾つかの任

務の一つということで今担っていらっしゃると

思うんです。私は常々、女性相談所の機能も含

めて─困難女性支援の関係も今回新たになっ

ているわけですし、知事も「輝く女性の活躍を

加速する男性リーダー」のメンバーにもなって

いらっしゃることを見ると、宮崎県の中に女性

をメインにした政策を展開する部局なり、課な

りを設置するタイミングが来ているんじゃない

かなと思っているんですけれども、男女共同参

画センターときっちり連携をして、女性政策が

しっかり展開できるような形を次年度以降検討

していただけるとありがたいと思っております

が、今日の審議の内容と少しずれるかもしれま

せんけれども、もしお考え等があればお聞かせ

いただきたいと思います。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 委員が

おっしゃるとおり、男女共同参画という取組は

本当にテーマが幅広く、多岐にわたっており、

当然、担当部署も非常に多岐にわたっておりま

す。総合政策部にありますので、テーマごとに

連携しつつ、会議も持ちつつ、情報共有もしつ

つ、取り組んでいるところでございますが、確

かに、より強く連携した施策の推進ということ

について、いろいろ検討すべきところもあるの

かもしれません。その辺は議論を深めてまいり

たいと考えております。

○脇谷委員 最初の県プール整備運営事業なん

ですけれども、およそ10億円の増額ということ

で、先ほど、ＰＦＩ事業であるから、物価変動

に伴う契約金額の改定は最初から織り込み済み

だというようなことを言われましたが、それに
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関して詳しく教えていただきたいです。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 今回の県プー

ル整備運営事業につきましては、ＰＦＩ手法を

導入しております。あらかじめ定められたルー

ルの中でということでありますけれども、今回、

資料34ページの１の（４）に事業期間を書いて

おりますが、令和３年９月から令和22年３月ま

での19年間と長期にわたっております。この期

間中に発生する物価変動等のリスクについて、

事業契約書あるいは工事請負契約約款の中で規

定がなされておりまして、例えば、設計ですと

か建設期間中の物価変動対策としましては、物

価スライド条項に該当する場合は、一定期間内

の物価上昇率を建築工事費に掛けて算出すると

いったような規定があります。また、令和７年

４月から15年間の運営維持管理期間中に、例え

ば電気料金などの各指標が３％以上変動する場

合は契約金額を改定するといった形で物価変動

対策を盛り込んでおります。それに基づいて算

定をしているところでございます。

○脇谷委員 この増額の金額に関しては、事業

者側が提案してきたということですか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 算定方法とし

ては、先ほど、一定期間内に物価の上昇があれ

ばと申し上げましたけれども、具体的には入札

日時点、令和３年４月に入札を行っています。

事業者から請求があった日が令和４年10月にな

りまして、その19か月間に─建築費指数とい

うものがございます。これは、一般財団法人建

設物価調査会が出している指数でありまして、

その期間中の建築費指数の上昇率を建築工事費

に掛けて金額を算定しているところでございま

す。

○脇谷委員 それは県側が算定しているのか、

事業者側が算定しているのか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 期間中の上昇

率は県のほうで算定をしております。

○脇谷委員 県病院の場合は物価スライドにつ

いて、最初に事業者のほうから９億円ぐらいと

言われたものが最終的に４億円ぐらいで決まっ

たということなんですけれども─それは事業

者の算定と県の算定の折り合いがついたという

ことでいいんでしょうか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 県と事業者の

間で協議をして整ったということでございます。

○脇谷委員 ということは、ＰＦＩ事業という

のは、物価スライド条項などがある場合、県と

上昇率を話し合いながら─建設物価調査会の

基準での算定になるんでしょうけれども、それ

で今後もやっていくということでしょうか。Ｐ

ＦＩ事業だからということですか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 ＰＦＩ事業に

つきましては、そのような形で工事費全体に上

昇率を掛けて算出する形を取っております。

○重黒木総合政策部長 今回、我々はＰＦＩ事

業でやっているんですけれども、一般の公共事

業につきましても、物価スライド条項を適用し

て増額することはありますので、ＰＦＩ事業だ

から増額するというわけではございません。

○脇谷委員 分かりました。もう一つ、資料35

ページなんですけれども、男女共同参画センタ

ーですが、理事長が西田さんに変わるというこ

とでよろしいんでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 現在の理

事長は西田氏でありまして、今後変更になると

いう話は聞いておりません。このままであろう

と思います。

○脇谷委員 ということは、今いらっしゃるス

タッフはそのままということなんでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 指定管理
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期間が６期から７期に変わるに際して、それを

理由に特別に職員が替わるということはござい

ません。

○脇谷委員 資料39ページの「県民サービスの

向上等」について、「センター事業のより効果的

な広報を行うため、広報戦略担当配置」という

ことですが、これは新しく配置されるのか、そ

れとも今までの方を広報戦略担当にするという

ことでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 新しくポ

ストをつくって啓発業務と兼務になるというこ

とですけれども、新しく採用すると聞いており

ます。

○脇谷委員 では、今のスタッフにプラスして

新しく入ってもらうということですか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 そのとお

りでございます。

○脇谷委員 分かりました。今も随分フェイス

ブックなどのＳＮＳで広報されている中で、広

報戦略担当を配置するということは、今までは

足りなかったということでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 これまで

若年層を主なターゲットとしまして、ＳＮＳを

活用した広報に努めているところでございます

が、やはりそれをさらに強化していく必要があ

るということでございます。また、啓発担当と

兼務と申し上げましたけれども、様々なニーズ

を踏まえまして、新たに工夫を凝らした啓発事

業を企画、実施していただきたいと考えている

ところでございます。

○坂本委員 幾つか質問させていただきます。

まず、国スポ・障スポ関係で、８月にオープ

ンしました延岡の体育館のサブアリーナについ

て、９月、10月と記憶していますが、立て続け

に施工不良が見つかったということがありまし

た。それで、これからの質問には直接関係ない

んですけれども、どういうふうに評価、分析を

なさっているのか。例えば、工期が足りないと

か施工に影響するようなことが要因としてある

場合、今後、工期を延ばすとか、また、それな

りに費用が発生するとか、そういうことにつな

がっていくのか。体育館の整備事業についての

見解を教えていただきたいです。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 アスリートタ

ウン延岡アリーナのサブアリーナにつきまして

は、今年の９月に天井の部材が落下する事案が

発生し、一定期間、利用を停止したところであっ

たんですけれども、その後、10月に入りまして、

また２階の観客席の通路の壁からくぎが１ミリ

程度突き出していたということで、観客の方が

負傷される事案が発生しております。こういう

公共施設で絶対あってはならない事故だったと

いうことでありまして、今後、このような事案

が発生しないように、施工者等と協力してしっ

かりと安全性の確保に努めていきたいと考えて

おります。

今後につきましては、県土整備部とも連携し

ながら、通常使用している施工管理のマニュア

ルの中に新たな確認項目を増やすとか、あるい

は検査方法をさらに徹底するような形で、安全

性と品質の確保に努めていきたいと考えており

ます。

それと、最初に発生しました天井部材の落下

で、一定期間、利用を中止したところでありま

すけれども、工期については、特段の影響は発

生しておりませんので、当初の予定どおり、メ

インアリーナにつきましては、令和７年12月の

完成を目指してまいりたいと思っております。

○坂本委員 これは県土整備部の問題なのかな

とも思うんですが、県内においても、人手不足
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とか様々な要因で建設工事自体の質の低下を懸

念している声があるんですけれども、そういっ

たものが背景にあるのかなとも考えますし、殊

に、この体育館の整備事業をはじめとして、国

スポ・障スポの工事に関しては、これから県に

とっても大変重要な行事で使われる施設という

ことで、オープンしたてでこういう施工不良に

よる事故の発生はあってはならないことだと思

います。建設業界の様々な事情、課題を踏まえ

た上で、見直すべきところはきっちり、工期や

費用等も含めて検証する必要があるのではない

かと思うんですが、いかがでしょうか。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 今、委員から

御指摘のありました工期面あるいは費用面の見

直しについてでございます。建設業界全体にお

いて人手不足ということで、工期面においても

一定の影響は出ているところでありますけれど

も、事業者のほうも、人手をしっかり確保して、

当初目標にしている工期内に工事を終わらせる

ということで進めておりますので、今後ともしっ

かり事業者のほうと協議をしながら進めてまい

りたいと考えております。

○坂本委員 分かりました。

続いて、交通・物流事業者燃料高騰等対策事

業についてお伺いします。

まず、資料の16ページの真ん中に表がついて

いますが、タクシーと代行、それぞれ補助の対

象になる台数が記載されております。今、報道

等でも出ていますけれども、タクシーがいない

とか代行が足りないという声があります。ここ

にあります補助対象の台数というのは、保有台

数なのか稼働台数なのか、教えてください。

○佐野総合交通課長 この燃油高騰対策事業に

ついては今回が４回目の補正となります。これ

までの実績を踏まえまして、一応、稼働台数の

概数で積算しているところでございます。

○坂本委員 あわせて、その上にフェリーがあ

ります。この２隻は宮崎カーフェリーの船に対

しての補助だと思うんですが、これは、今おっ

しゃった過去の事業においても補助がなされて

きたんでしたか。

○佐野総合交通課長 過去においても、それぞ

れ同じ事業者に補助をしてきております。

○坂本委員 今まで気づかなかったというか、

そういう指摘をしてこなかった点もあるんです

が、こうやって数字を見ますと、１隻当たり4,000

万円、２隻で8,000万円ということで決して少な

くない金額で─特にフェリーについては、こ

れまで貸付けの問題とか、県においても、ほか

の事業者とはちょっと性質が違うのかなと思っ

ておりまして、実際、燃料費にどれぐらいのお

金が使われているのか、そこに対して4,000万円

掛ける２隻の8,000万円使うということになって

いるのか、もうちょっと詳しく御説明いただけ

るとありがたいです。

○佐野総合交通課長 基本的にフェリーにつき

ましては、営業費用の４割が燃料代ということ

で、やはり燃料代から受ける影響が非常に大き

いところでございます。

ちょっと古い数字で申し訳ないんですが、昨

年の中間決算では、営業費用が57億円かかって

いる中で約20億円が燃料費となっております。

これが半期分となりますので、今回が約７か月

分でほぼ同じ期間、そのうちの4,000万円分を支

援するということでございます。

○川添委員 宮崎県ＬＰガス料金負担軽減事業

で、資料９ページの真ん中に算定基準が出てお

りまして、半年の値上がり分ということで、１

世帯当たり2,000円を１回だけ値引きするという

ことなんですけれども、これは、一般消費者、
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それから飲食業、その他サービス業を含めます

と─特に飲食業ではかなりガス代も高いと思

うんですが、全て一律で１回だけの値引きとい

うことでよろしいんでしょうか。

○中尾総合政策課長 今回対象としております

のが一般世帯で、一部その事業者等も含まれて

おりますが、一律2,000円という扱いにしており

ます。他県も同様の扱いということで、他県等

も基準にしながら算定したところでございます。

○川添委員 予算は重点交付金ということです

けれども、これは県の負担もあるんですか。

○中尾総合政策課長 これについては10分の10、

重点支援交付金ということにしております。

○川添委員 あと、これはＬＰガスに限定され

ているのでしょうか。例えば都市ガスとか、今、

電気料も高騰していますが、そういった部分に

ついては、今後いかがでしょうか。

○中尾総合政策課長 都市ガスと電気につきま

しては、公共料金制度という形で既に値引きさ

れておりますので、この事業には含まれており

ません。

○二見委員 今のに関連して、一点だけ。この

図式を見ると、ＬＰガス協会に補助金を出して、

それから、各販売事業者にお金が行って、その

後、値引きがなされるというふうになっている

けれども、値引きをしたかどうかのチェックは

どうやってされるんですか。

○中尾総合政策課長 こちらは、ＬＰガス協会

の各支部を窓口としまして、販売事業者から申

請という形にしますので、申請書や実績報告書、

そういったものを抜き出して、検査をして、き

ちんと値引きがされているかどうかは、通常の

交付申請のやり方と同様、きちんとチェックを

する形で考えております。

○二見委員 矢印が全部一方通行だったから、

申請が上がってくるものがないのかなと思って、

確認だけでした。

○脇谷委員 資料16ページの交通・物流事業者

燃油高騰等対策事業についてです。今、燃油高

なので、トラック業者などから大変うれしいと

言っていただいているんですが、フェリーがや

はり高いので、どうしても陸送しなければと聞

くんですけれども、このフェリーにも補助があ

りますが、この補助金がなくなったら、フェリ

ーの運賃が高くなるものでしょうか。

○佐野総合交通課長 実際の燃油額からすると、

この支援金でどこまで運賃を値下げできている

のかは微妙なところではございます。

補助がなくなれば、若干の値上げになるのか

も分かりませんけれども、この規模からすると、

ちょっと何とも言えないというのが正直なとこ

ろでございます。

○岩切委員 資料９ページの宮崎県ＬＰガス料

金負担軽減事業ですが、消費者が2,000円を値引

きいただいたことを知る方法というのは、何か

具体的にルール化されているんでしょうか。

○中尾総合政策課長 ＬＰガス販売事業者がガ

ス消費者に請求書の中できちんと2,000円を値引

いたことを示すという形で、今、考えていると

ころでございます。

○岩切委員 請求書には、最終的な使用料と請

求額がある。その中に2,000円引いていますよと

いうのが示されるようにお願いするということ

なんですか。

○中尾総合政策課長 はい、そのとおりでござ

います。１月もしくは２月分の使用料から2,000

円を引くという形で考えているところでござい

ます。

○川添委員 資料38ページの宮崎県男女共同参

画センターの評点なんですけれども、一応６割
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以上を満たしているものの397点ということで、

やはり指摘しなければいけない部分は減点され

ていると思いますが、どういった項目が少し足

りなかったんでしょうか。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 審査項目

が多岐にわたっておりますが、例えば、施設を

継続的に運営することが可能な財政的基盤があ

るか、そういったところが相対的にやや厳しい

評価となっております。この法人は、この指定

管理業務がほぼ全ての法人でありましたので、

そういったところがちょっと厳しくなりました。

また、事業全体につきましても、今、ＳＮＳ

等で幅広く周知しておりますが、その辺をしっ

かり強化して効率的な周知・広報をやると、そ

ういった御意見があったところでございます。

○川添委員 １年間を通してでもいいんですけ

れども、過去の実績として、ホームページの閲

覧者数とか、センターに相談に来ていただいた

女性とか、研修会等に参加した人とか、そういっ

たところで、年間の延べ人数みたいなものがお

手元にあれば教えてください。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 この男女

共同参画センター、大きくは啓発事業や相談事

業等を実施しております。

啓発事業では講座の開催、あるいは出前講座

などもやっております。年間80回ぐらい開催し

ておりまして、延べ5,000名くらいの方々への啓

発、また、相談事業では、電話相談とか対面相

談をやっておりますが、大体年間1,500～1,600

件の相談に対応しているところでございます。

○川添委員 最後に、理事長の報酬ってどれぐ

らいなんでしょうか。参考のために。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 理事長は、

たしか無報酬であったと聞いております。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○中尾総合政策課長 資料の40ページを御覧く

ださい。

県内企業優先発注及び県産品の優先使用等に

係る実施方針の令和４年度の実績等についてで

あります。

まず、１の概要ですが、平成26年２月に策定

いたしました「県内企業優先発注及び県産品の

優先使用等に係る実施方針」に基づきまして、

全部局を対象として、公共工事、情報システム

調達、物品等調達、業務委託、使用賃借の５分

野について、県内の発注実績を取りまとめて報

告するものであります。

２の県内発注の状況ですが、まず公共工事関

係です。

主な取組としては、総合評価落札方式の評価

項目として、「地産地消への取組」を設定するこ

とや、設計業務の仕様書に地産地消に資する工

法検討の義務づけや、県産品を使用した設計を

原則とすることについて記載しているところで

す。

41ページを御覧ください。

次に、県内発注率ですが、一番右側の太枠で

囲んだ部分が令和４年度の実績です。上段が金

額ベースで、下段が件数ベースです。

建設工事では、金額ベースで83.9％、建設工

事関連の業務委託で87.7％、下請負人の活用で

は76.5％、建設資材の調達では89.3％となって

おり、昨年度と比べていずれも増加しておりま

す。

主な増減要因ですが、令和４年度が上昇して
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おりますのは、令和２年度から３年度にかけて

行われました大型案件で県外企業への発注率が

高かった新県立宮崎病院の関連工事が一段落し

たことなどによりますが、建設工事の金額ベー

スが約８割にとどまっておりますのは、新宮崎

県体育館や新宮崎県陸上競技場関連工事等の大

型案件が県外企業への発注となったことなどに

よるものであります。

42ページを御覧ください。

情報システムや物品等調達関係などその他の

分野です。

主な取組といたしまして、情報システム調達

関係では、一定の入札可能業者が確保される案

件につきましては、入札参加者を「県内に本店

または支店を有する者」に限定することや、物

品等調達関係では、県内企業で対応可能な物品

等については、優先的に県内企業から調達する

などの取組を行っているところであります。

43ページを御覧ください。

県内発注率ですが、令和４年度は、情報シス

テム調達関係では、金額ベースで12.6％、物品

等調達関係では18.9％、業務委託では68.2％、

使用賃借では48.5％となっております。

この県内発注率の主な増減要因ですが、情報

システムにつきましては、県の情報システムは

規模が大きく、専門性の高いシステムが多いた

めに県外企業が受注する割合が高くなっている

ところであります。

物品調達については、金額の約８割を占める

病院局において、県内企業で取扱いのない医療

機器、薬品等が多いといった事情により、県外

企業への発注率が高くなっているためでありま

す。

また、業務委託につきましては、新型コロナ

ウイルス感染症関連の業務などが県外企業への

発注となったことにより、県内発注率が低下し

ているところです。

公共工事をはじめとした各分野における県内

企業への優先発注につきましては、今後も実施

方針に基づき、引き続き庁内への周知を図って

まいります。

○佐野総合交通課長 委員会資料の44ページを

御覧ください。

宮崎県地域公共交通計画につきましては、昨

年７月に当常任委員会に計画策定について御報

告させていただき、本年６月の当委員会におい

て、計画の骨子案について報告をさせていただ

いたところでございますが、計画の素案がまと

まりましたので、御説明いたします。

まず、１の計画策定の理由でありますが、地

域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改

正等により、地域にとって望ましい地域旅客運

送サービスの姿を明らかにする地域公共交通計

画の策定が令和６年度以降の地域間幹線バスに

係る国庫補助の要件となったことを受けまして、

策定するものでございます。

なお、策定主体は、国、県、市町村、交通事

業者等からなる「宮崎県地域公共交通協議会」

であり、本日、御説明いたします素案につきま

しては、去る11月20日に開催いたしました同協

議会において御審議いただいたものでございま

す。

次に、２の計画（素案）の概要であります。

（１）、計画の区域等につきましては、県全域

を対象とし、当面は、複数の市町村にまたがる

広域的なバス路線を中心とした計画とすること

としております。

なお、鉄道を含め、その他の交通モードにつ

いては、必要に応じ、計画を改定することで対

応してまいります。



- 16 -

令和５年12月６日(水)

次に、（２）、計画の期間につきましては、令

和６年度から令和10年度までの５年間としてお

り、（３）、目指す姿を「将来にわたり持続可能

な地域交通ネットワークの構築」としておりま

す。

また、基本方針として、１つ目に、「誰もが利

用しやすい環境の整備や魅力発信などによる需

要の掘り起こし」、２つ目に、「関係者間の連携

・共創や路線の見直しなどによる運行の最適化

・効率化」、３つ目に、「路線維持のための支援

や運転士確保の推進などによる運行基盤の整備

・充実」を掲げております。

次に、45ページを御覧ください。

（４）、計画の目標でありますが、本県の目指

す姿や基本方針を踏まえ、計画の目標及び指標

と目標値を設定しております。

こちらに記載しておりますとおり、「利用者数

の増加」、「収支の改善」、「運転士数の増加」の

３つを目標に、「広域的なバスの利用者数」をは

じめとする４つの指標を設けております。

なお、各指標の目標値につきましては、いず

れもコロナ禍前である令和元年度の数値として

おり、計画期間である令和10年度までのなるべ

く早い時期に達成し、その後、維持できるよう

に取り組むこととしているところでございます。

次に、46ページを御覧ください。

（５）、目標達成のための施策・事業でありま

す。

先ほど御説明いたしました３つの基本方針、

目標ごとに、それぞれ、関係する施策や事業に

つきまして、こちらの体系図のとおり整理して

おります。

47ページを御覧ください。

主な施策・事業について御説明いたします。

まず、①、需要の掘り起こしに向けた取組で

ありますが、１つ目の丸、「バス利用促進協議会

の設置と効果的な利用促進策の検討・実施」に

つきましては、左下のイメージ図のとおり、新

たに県・市町村・バス事業者等で構成する宮崎

県バス利用促進協議会（仮称）を設置し、関係

者が一体となって、より効果的な利用促進策の

検討・実施などに取り組んでまいります。

また、この協議会の枠組みを活用し、利用促

進策の検討・実施に加え、バスを中心とした各

交通機関の結節の強化（乗り継ぎの円滑化）等

に取り組むとともに、担当職員向けの研修会等

を開催をいたします。

48ページを御覧ください。

②の運行の最適化・効率化に向けた取組であ

りますが、３つ目の丸、「利用実態等に応じた地

域間幹線バスのあり方の検討」につきましては、

右下の表にありますとおり、各路線の状況を客

観的に評価するための指標を設けた上で、関係

者間で在り方を検討し、路線の最適化・効率化

をさらに進めてまいります。

49ページを御覧ください。

③、運行基盤の整備・充実に向けた取組であ

りますが、２つ目の丸、「大型二種免許の取得支

援等による運転士確保」につきましては、中段

のイメージ図にありますとおり、大型二種免許

の取得等に係る教習費用を補助するとともに、

環境負荷の軽減や運転士不足への対応の観点か

ら、３つ目の丸のとおり、「ＥＶバスの導入や自

動運転技術の活用に係る検討」にも取り組んで

まいります。

最後に、３の今後のスケジュールにつきまし

ては、今回報告いたしました素案により、今月

中にパブリックコメントを実施し、その後、協

議会や本常任委員会、パブリックコメントでい

ただいた御意見等を踏まえた上で必要な修正を
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行い、来年２月に協議会において計画案を承認

いただき、２月定例会の本常任委員会において、

御報告させていただくこととしております。

続きまして、委員会資料の50ページを御覧く

ださい。

宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の改定に

つきましては、６月の本常任委員会で御報告を

しておりましたが、こちらにつきましても素案

がまとまりましたので、御説明いたします。

まず、１の改定の趣旨でありますが、本戦略

は、県総合計画のアクションプランに定められ

た交通及び物流に関する施策を効果的に展開し

ていくため、具体的な取組を体系的に示すもの

として、平成25年から策定しているものであり

まして、今年６月に新たなアクションプランが

策定されたことに伴い、本戦略についても改定

を行うものでございます。

次に、２の戦略の期間でありますが、令和６

年度から令和９年度までの４年間としておりま

す。

次に、51ページを御覧ください。

３の戦略の構成でありますが、本戦略は交通

と物流に大別しており、Ⅰの「本県の交通・物

流を取り巻く環境」を踏まえながら、Ⅱの「交

通・物流それぞれの現状と課題」を抽出してお

ります。

交通では、利用者の減少・運転手不足など、

物流では、物流の2024年問題などを主な課題と

しているところでございます。

こうした課題に取り組むため、Ⅲにあります

とおり、目指す姿を、「将来にわたって県民生活

や県内産業の成長・発展を支える交通・物流

ネットワークの構築」と定めております。

そして、この目標を達成するため、それぞれ

に基本方針を定め、関係部局が連携しながら、

Ⅳにあります主な取組を展開していくこととし

ております。

次に、52ページを御覧ください。

４の戦略の概要であります。

まず、（１）にありますとおり、基本方針と施

策を表のとおり整理しております。

交通の基本方針は、１の持続可能な地域公共

交通ネットワークの構築と、２の国内外との交

流を活性化させる交通ネットワークの構築、物

流の基本方針は、１の安定輸送を担う物流ネッ

トワークの構築と、２の効率的な輸送体系の実

現としております。

また、交通・物流に共通するものとして、１

の災害に強い交通・物流体系の確保と、２の交

通・物流分野の脱炭素化の推進を掲げておりま

す。

次に、53ページを御覧ください。

（２）の展開する主な取組につきましては、

基本方針に基づく施策ごとに代表的なものを御

説明いたします。

まず、①、交通の主な取組ですが、施策１～

３につきましては、先ほど御説明いたしました

宮崎県地域公共交通計画（素案）の取組内容で

あり、利用促進や運転士確保などを進めてまい

ります。

また、施策６、海外との交流を活性化させる

国際交通ネットワークの構築でありますが、コ

ロナ禍によって運休となっている国際定期便、

宮崎－台北線の早期再開を図るため、積極的な

チャーター便の誘致活動やセールス活動を実施

してまいります。

次に、54ページを御覧ください。

②の物流の主な取組であります。

施策２、安定輸送の実現に向けた物流構造改

革の推進につきましては、物流の2024年問題対
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策として、丸の２つ目にありますとおり、業務

の自動化・機械化による省力化、点呼・配車管

理などのデジタル化といった物流ＤＸの推進や、

船舶や鉄道へのモーダルシフトに積極的に取り

組んでまいります。

施策４、荷主・消費者への理解促進につきま

しては、物流の2024年問題対策には、荷主や消

費者の理解・協力が不可欠であることから、意

見交換会の開催のほか、意識改革や行動変容を

促すための啓発活動を実施いたします。

次に、55ページを御覧ください。

③、共通の主な取組であります。

施策２、環境負荷の少ないグリーンな交通・

物流の促進につきましては、車やバスで通勤す

る県民が毎週水曜日にバスを半額で利用できる

エコ通勤割引制度の普及・啓発など、公共交通

の利用促進に取り組むとともに、ＥＶバスの導

入に向けた検討、モーダルシフトや積載率向上

等による物流システムの効率化などを進めてま

いります。

また、戦略を進めるにあたっては、アクショ

ンプランに掲げている目標のうち本戦略に関す

るものを抽出した（３）の数値目標の達成に向

けて取り組んでまいります。

最後に、５の今後のスケジュールであります

が、今回報告いたしました素案について、今月

中にパブリックコメントを実施するとともに、

関係機関や市町村との意見交換を実施してまい

ります。

その後、意見を集約し、成案を策定した上で、

２月に行う宮崎県交通・物流対策推進本部会議

において審議し、戦略を決定することとしてお

り、３月開催の本委員会において成案を御報告

させていただくこととしております。

○守部産業政策課長 資料の56ページを御覧く

ださい。

「産業のデジタル化に関する現状と課題」ア

ンケート結果について御説明します。

まず、１、アンケートの目的についてであり

ます。

県では、産業のデジタル化を推進する上で、

各産業に共通する課題につきまして、以下のと

おり３つ設定し、令和４年度より事業に取り組

んできております。

今回、コロナ禍を経て、デジタル化・ＤＸと

いう言葉が社会経済に浸透してきている中、改

めて本県における産業のデジタル化に向けた県

内事業者の現状把握、課題分析を目的として、

アンケートを実施したところであります。

アンケートの概要は以下の枠に示しておりま

すが、県内事業者約3,400者から474件の回答を

いただいており、回答率は14％ではありますが、

一定の傾向はつかめていると考えております。

また、あわせて、17事業者を直接訪問して、

デジタル化に必要な人材に関するヒアリング調

査を実施しました。

次のページを御覧ください。

アンケート結果をデータで示しております。

まず、（１）、デジタル化の現状につきまして

は、予定を含めて９割以上の事業者がデジタル

化に前向きに取り組んでおります。

次に、（２）、デジタル化に取り組む基盤の有

無につきましては、デジタル化が自社の業績に

及ぼす影響の把握や、デジタル化の戦略等の策

定を行っている事業者が一定数いるものの、「該

当なし」として計画的な取組とはなっていない

事業者が多い状況にあります。

次に、（３）、デジタル化に取り組む上での課

題につきましては、システムや技術等に関する

知見のほか、社内体制や組織、投資予算、人材
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の育成・確保に課題を感じている状況にありま

す。

次に、（４）、人材の育成・確保の必要性につ

きましては、前の（３）の問いで、「人材の育成

や確保」を課題とした事業者のうち、どのよう

なレベルの人材が何人ぐらい必要かについてア

ンケートを実施したもので、以下のとおり、「経

営者層」、社内の「ＩＴ技術者」、社内デジタル

化を推進する「リーダー層」、「一般従業員層」

の４つの区分で確認しました。

結果としては、各階層とも２人欲しいという

事業者が多く、最低１人は必要としている回答

も多いことが分かりました。

次のページを御覧ください。

次に、（５）、県の支援事業の活用状況につき

ましては、県の支援事業があることを知らない

という回答が４割を超えており、周知・広報の

在り方について検討が必要であると考えており

ます。

また、県の支援事業を知っているが活用して

いないという事業者も４割近くおり、その主な

理由について、次の（６）のグラフで確認した

ところ、セミナー・研修について「忙しくて参

加できない」という回答が多く、現状の業務で

手いっぱいな事業者が多いことが伺えます。

一方で、（７）、県や関係機関に期待する支援

について確認したところ、補助金や融資制度と

いうお金に関する要望が最も多かったですが、

セミナーや勉強会などの学びの場に期待する声

も多かったことから、より研修等を受講しやす

い環境づくりについて、検討していく必要があ

ると考えております。

次に、（８）、人材の育成・確保に関するヒア

リング結果の要点をまとめております。

これらのヒアリングから、人材の育成・確保

の必要性は確認されているものの、採用や社内

教育がなかなか進んでいない状況にあることが、

改めて分かりました。

次のページを御覧ください。

３、アンケートを踏まえた産業のデジタル化

に向けた課題と対応の確認についてであります。

まず、①、事業者の理解が進んでいないとい

う課題につきましては、デジタル化に向けた戦

略等の策定や社内体制の整備につなげていくた

めにも、引き続き理解促進が必要であります。

次に、②、デジタルスキルを持った人材が不

足しているという課題につきましては、社内の

役割や階層に応じた社内人材のリスキリングを

進めながら、長期的な視点で人材育成・確保を

図る必要があります。

次に、③、費用対効果が見えにくく、設備投

資に至らないという課題につきましては、県内

でのデジタル化実装事例をより多く創出してい

く必要があります。

その上で、矢印の下になりますが、社会経済

の動きやデジタル技術等の動きを捉えながら、

最適なシステム等の実装を進めていくためには、

特にその基盤となる人材の育成・確保が最も重

要でありますことから、産業におけるデジタル

人材育成のための取組の方向性を示す指針の策

定が必要であると考えております。

次に、４、産業におけるデジタル人材育成の

ための取組指針骨子案についてであります。

まず、（１）、策定趣旨でありますが、本県に

おける産業のデジタル化に向けた現状と課題を

整理し、特にデジタル化を推進するに当たって

基盤となる人材育成に向けて必要な取組の方向

性を示すことで、県や産業支援団体、教育機関

等の県内関係機関が連携して産業のデジタル化

に向けた取組を加速させ、将来に向けて本県の
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地域産業の活力を維持していくことを目指すも

のとして策定を考えております。

以下、内容の骨子として、今回御報告した産

業のデジタル化に関する現状と課題、目指すべ

き姿、取組の方向性について示す予定でありま

す。

最後に、５、今後のスケジュールについてで

あります。

今月から年明けの１月にかけて、関係各課で

構成する地域産業部会と県内産学官で構成する

デジタル社会推進協議会における意見聴取等を

行った上で指針を策定し、２月定例会の本常任

委員会で報告させていただきたいと考えており

ます。

○中村人権同和対策課長 常任委員会資料の61

ページを御覧ください。

宮崎県人権施策基本方針の素案についてであ

ります。

本方針は、９月定例会の常任委員会で骨子案

について御報告いたしましたが、このたび素案

をまとめたところであります。

具体的な方針の素案は、別冊の資料３になり

ますが、本日は、常任委員会資料で概要等につ

いて説明いたします。

まず、１、方針の策定についてでありますが、

本方針は、令和４年３月に施行しました宮崎県

人権尊重の社会づくり条例に基づき策定するも

のであります。

策定に当たりましては、現在の方針でありま

す宮崎県人権教育・啓発推進方針を踏襲しつつ、

条例や昨年度実施した県民意識調査の結果等を

踏まえることとしております。

次に、２、これまでの検討状況でありますが、

６月と９月の常任委員会で報告したほか、宮崎

県人権施策推進懇話会で外部有識者の意見をい

ただくとともに、女性や子供など個別の人権課

題に関係の深い団体からの意見聴取を行い、素

案を作成しました。

次のページを御覧ください。

３、素案の概要について、現方針からの追加

・変更点を中心に説明いたします。

第１章、「はじめに」では、本方針策定に至っ

た背景等をまとめております。

まず、１、方針策定の趣旨では、条例の施行

や新型コロナの流行に伴う人権問題等について

記載しております。

次に、２、方針の目標としては、条例を踏ま

え「お互いの人権を尊重し合い、あらゆる差別

を解消し、誰もが自分らしく生きていける平和

で豊かな社会の実現」としております。

３、方針の性格としては、条例に基づく方針

であることや県総合計画の部門別計画であるこ

とを記載しております。

４、人権をめぐる国内外の状況では、現方針

策定後の状況として、いわゆる人権三法やこど

も基本法、ＬＧＢＴ理解増進法等の施行や、新

型コロナ感染拡大に伴う差別、誹謗中傷等につ

いて追記しております。

次のページを御覧ください。

第２章、人権施策の推進は、人権施策全般に

ついて記載した総論部分になります。

まず、１、人権の視点に立った行政の推進に

ついては、条例の中で、県の責務として県行政

のあらゆる分野において人権を尊重し、人権施

策を積極的に推進すると定めていることを踏ま

え、今回新たに追加したものであります。

次の２、人権意識の高揚を図るための施策、

３、相談支援体制の整備につきましては、現在

の方針を踏襲した内容となっております。

次のページを御覧ください。
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第３章、分野別施策の推進では、女性や子供

など個別の人権課題に関する施策の方向性等を

記載した、人権政策の各論部分になりますが、

現方針からの追加・変更点のうち特徴的なもの

を中心に説明いたします。

まず、５、同和問題では、近年問題になって

おりますインターネット上での差別的な書き込

み等の差別事象に対するモニタリングに取り組

むこととしております。

また、７、ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者・

感染症患者等では、新たに新型コロナウイルス

等の新興感染症について追記しております。

次のページを御覧ください。

10、多様な性では、公文書における性別記載

欄の見直しなど生きづらさ解消に向けた取組を

追加しております。

13、働く人は、昨年度実施しました県民意識

調査の結果、県民の関心が高かったことから新

たに追加した項目になりますが、企業に対する

啓発・研修や相談支援体制の整備・充実に取り

組むこととしております。

次のページを御覧ください。

第４章、方針の推進では、県の推進体制や国、

市町村との連携等について記載しておりますが、

現在の方針を踏襲した内容となっております。

最後に、４、今後のスケジュールとしまして

は、今回の説明の後、パブリックコメント等を

経て、２月定例会に方針案を上程する予定であ

ります。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○坂本委員 一番最初に御説明いただきました

県内企業優先発注及び県産品の優先使用等に係

る実施方針の令和４年度の実績等についてお伺

いします。御説明いただきました結果というか、

この数字が平成28年から令和４年まで記載され

ておりますけれども、あまり効果がないのかな

と見るのか、施策がなされているから何とかこ

こで踏みとどまっていると見るのか、どのよう

に評価されているのかを教えてください。

○中尾総合政策課長 庁内を対象に、県内発注

率を上げるためのいろいろな取組をしていると

ころでございます。確かに数字だけを見ると低

い部分はありますけれども、先ほど申し上げた

とおり大型案件─例えば県立病院であるとか

今回であれば新体育館や新陸上競技場、そういっ

たどうしても県内ではなかなか受注できないも

のの金額が高いために、数値としてはちょっと

落ちている部分もあるかと思いますが、それを

除くと一定の効果はあると考えております。

○二見委員 関連して伺いたいんですけれども、

これはあくまで県内の企業であるかどうかだけ

の数字なんですか。

○中尾総合政策課長 県内の企業ということで

まとめた数字でございます。

○二見委員 非常に大事なことでもあると思う

んですけれども、その一歩先、県内の企業であっ

ても取り扱っているものが県内のものなのか、

県外から持ってきているものなのか、やはり現

場では言われたりするんです。

地産地消の話もそうなんですが、同じ県内企

業でも、企業規模を考えたときに別のほうに行っ

てしまう。でも、取り扱っているものは、うち

は県内のものを使っているんですけれども、あっ

ちはよそから持ってきたものを使っている。そ

ういったところまで踏み込んで、今後見ていく

必要があるんじゃないかなと思うんですけれど

も、その辺は今どんな状況ですか。

○中尾総合政策課長 確かにおっしゃるとおり、

この数字では、例えば物品調達において県外か
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ら調達したというところまでは精査しておりま

せん。例えば物品等ではなくて業務委託等で採

択する場合、県内に営業所を有するものの中か

ら選定するよう努めることとか、そういった条

件をできるだけつけて、県内企業の調達率を高

めるような仕組みにしておりますが、物品等に

ついては今そのような調査をしていないところ

ですので、今後そのあたりは整理していきたい

と考えております。

○二見委員 結構大事なところかなと思うんで

す。その企業が次の経済波及効果というか、つ

ながっていくわけじゃないですか。だから、県

内で経済をある程度回していけるように、それ

によって次につながっていく、下請け業者もちゃ

んと成長していく、宮崎県内の企業がしっかり

育っていくような循環をつくることが必要なの

かなというのがやはりありますよね。そこは検

討もだけれども、できる限り何らかの形でしっ

かり取り組んでいってほしいなと思います。よ

ろしくお願いします。

○岩切委員 話題が変わりますけれども、資料46

ページの宮崎県地域公共交通計画の素案につい

てですが、一番下のほうに「運行基盤の整備・

充実」ということで、大きな目標は運転士数の

増加とあるんですが、そのための施策事業とし

てＥＶバスの導入等が書かれております。委員

会で日田彦山線のＢＲＴを視察させていただき

まして、そのシステムを日南線の一部や吉都線

の一部において利用することがあったとすれば

観光誘客や利便性の向上等につながる可能性は

高いなという感想を勝手に持ちました。ＢＲＴ

も含めて、そういう新しい交通体系の導入等は

この公共交通計画の中に今回書かれているのか、

そのあたりを確認したいです。

○佐野総合交通課長 ＥＶバスや自動運転につ

いては、ＥＶバスの導入に向けた検討であった

り、先進事例の調査という形で計画の中では書

かせていただいているところでございます。

１つにはコロナ禍が続いたというところで、

ＥＶバス導入には国の補助金等もあるんですけ

れども、なかなかまだそこまではバス事業者の

ほうの対応が難しいかなと考えているところで

ございます。

○岩切委員 宮崎県の置かれている公共交通の

現状の中で、課題は幾つもあるところなんです

けれども、現場視察の中でＪＲ九州のＢＲＴ移

行に対する意欲を強く感じたんです。もちろん

鉄路の維持というのは１つの目標になるんです

けれども、最大の目標は地域住民の交通手段の

確保ということになりますので、鉄路にしろバ

スにしろ、確保し続けられるということが目標

になると思います。そういった意味ではこれか

ら５年間をしっかり考えていくには、もう入り

口を過ぎている段階の新しい技術だと思います

ので、そのあたりをこの宮崎県の交通体系の中

に盛り込むとしたらこうだねというところが議

論される段階にあるんじゃないかなと感じます。

それで、この中にはないんでしょうかという質

問をさせていただきました。

これから計画が策定、完成されるまでの間に、

何度か議論いただく機会があるんだろうと思う

んですけれども、ぜひそういったことを含めて

御検討いただけるとありがたいと思います。

○佐野総合交通課長 今、お話がありましたよ

うに、今回新たに作らせていただいた計画の特

徴としては、やはりＡＩデマンド化だったり、

キャッシュレス決済の導入だったりというとこ

ろで、デジタル化、省力化というところが一番

のメインになってくるところかなというところ

もございます。そういったところをしっかり検
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証しながら、できれば計画の見直しも行いなが

ら、取り組んでまいりたいと考えております。

○坂本委員 地域公共交通計画について、私か

らも２つお伺いします。

広域的なバス路線を中心とした計画と記載し

てありますので、これが当てはまるかどうか分

かりませんが、宮崎市に限っての話なんですけ

れども、今、バスレーンが朝と夕方に橘通りと

かに設置してあります。この効果検証が、この

地域公共交通計画がこれから組まれていく上で、

なされるのかどうか。これは先日、議会前に合

同政策研究会をさせてもらった際、ぜひ説明を

受けたいとお願いしましたら、警察の方が来ら

れまして、朝晩の混雑状態等について説明して

いただきました。今後、バス利用者を増やして

いく上で、バスに乗ったほうが時間通りに行け

るという効果が見られているのか、それがちゃ

んと周知されているのか。

バスレーンを今後継続していくのであれば、

そういった効果検証をしっかりやった上でやる。

あそこをやっているばかりに混雑して、一般

車両が渋滞に巻き込まれるということならもう

なくすという、それをどこかで判断すべきでは

ないかなと思っているんですが、いかがでしょ

うか。

○佐野総合交通課長 ありがとうございます。

今、この素案の中にその件について書かれてい

るということはございません。また、いろいろ

と御意見もいただく中で、この宮崎県地域公共

交通協議会の中で協議を進めているところです

けれども、この協議会のメンバーには宮崎県警

察本部の交通部も入っていただいているところ

でございます。今、お話しいただきましたバス

レーンにつきましては、改めて私どものほうか

ら警察のほうに確認して、もし、ここに落とせ

るようなものであればそういたします。そこに

ついては改めて確認して、御報告させていただ

ければと思います。

○坂本委員 ということは、このバスレーンの

考え方というか、この管理というか、担当は警

察になっているんですか。

○佐野総合交通課長 道路の規制関係は警察で

す。当然、道路管理者である国、県の県土整備

部も関わってはいると思いますけれども、基本

的には警察が規制をかけていらっしゃるという

ところでございます。

○坂本委員 これはそもそも過去の話になりま

すけれども、社会実験をやって、バスを利用し

たほうがというようなことをやった。そういう

地域の交通計画に基づいてやっているものと理

解していましたけれども、そうではないという

ことですか。

○佐野総合交通課長 少なくとも県の計画に基

づいているものではないです。また、宮崎市が

どういうふうに考えていらっしゃるかはちょっ

と存じ上げないところでございます。

○坂本委員 もう一つだけ。先ほど岩切委員か

ら県外調査の件が出ましたので、併せてここで

お聞きします。この総務政策常任委員会もそう

だったんですけれども、特別委員会でも、県外

のバス事業者だったんですが、立て続けに借り

ていたバスが故障して、入れ替えをしたという

非常に珍しい事例があったんです。

それで、これはどういうことかなということ

で、バスの中でいろいろ話になったんですけれ

ども、１つは、やはりコロナ禍の中で事業を続

けていくために、持っていらっしゃるバスを一

定の期間使わないと見込んで売りに出されて、

それをコロナ禍が明けてお客さんが増えてきた

ので買い戻そうとするけれども、今度は半導体
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の問題等で簡単に車両が入ってこない、そういっ

たことが背景にあって、お客さんを乗せるため

にかなり無理して古い車両を使っているのでは

ないかと推測したんですが、県内において、特

にバス事業者が、コロナ感染拡大時に持ってい

る車両を手放したとか、またそれを買い戻そう

としてもなかなかうまく入っていないとか、そ

ういう状況というのは把握なさっていますで

しょうか。

○佐野総合交通課長 私も県内のバス事業者か

らコロナ禍の間に保有していたバスを処分され

たというお話をお聞きはしています。それと、

コロナ禍で中古のバスが安い間に買われたとい

う方もいますし、先ほどお話がありましたよう

に、今は新車が入らないというところもござい

まして、中古のバスの価格が相当上がっており、

手が届かないというお話も伺っているところで

ございます。ただ、相対的には少なくて、本県

でバスが少ないのは、基本的には運転士が少な

いというのが圧倒的に多い理由かなと思ってい

るところでございます。

○坂本委員 分かりました。運転士については

よく理解しています。今申し上げましたのは、

私たち大人が乗っていて、次の乗り継ぎに遅れ

るとか間に合わないということだけではなくて、

修学旅行その他、子供、それからそれこそ高齢

者の方も含めて、いろいろな方が乗られること

が想定されて、それが事故等につながるという

ちょっと怖いことも想像したものですから、状

況の把握に努めていただければと思っておりま

す。よろしくお願いします。

○二見委員 この計画の中にシニアパスが入っ

ているじゃないですか。ちょっと細かい話かも

しれないですけれども、このシニアパスは大体

どれくらいの利用者がいて、どれくらいの予算

で今やっているんですか。

○佐野総合交通課長 シニアパスにつきまして

は、10月から利用可能ということで、８月、９

月ぐらいから申込みを始めたところでございま

す。10月末の数字ですけれども、申込みが１

万4,000枚、利用実態としては１万6,000人回と

お聞きしているところでございます。

○二見委員 予算とかは特にないんですか。

○佐野総合交通課長 予算については、今年度

が1,610万円ほどで、令和６年度に事業者の負担

分を補塡するものですから、令和６年度の予算

が約１億2,000万円となっております。

○二見委員 今の回数の数字は、確か松本議員

の質問でしたか、何か答えているのを今聞きな

がら思い出したんだけれども。今後の交通事情

を考えたときに、これは全般的に言えるかもし

れないんですが、行政って高齢者には結構優し

いよね、けれども若い人たちには厳しいよね。

宮崎の場合は、自家用車の自動車社会ですから。

考えたんだけれども、今、学生も県外に流出

しているじゃないですか。学生をいかに宮崎県

に持ってくるかを考えたときに、県外から来た

学生というのは引っ越してくるわけだけれども、

基本的に足がない人たちだと思うんです。もち

ろん学生として、通学の定期券とか、そういう

のは購入できるかもしれないけれども、生活の

足として、こういう公共交通機関を使いやすく

なるような、まさにこのシニアパスじゃなくて

学生パスみたいなのをつくってあげると─宮

崎に来た子たちというのはとにかく運転免許を

取りにいかないといけない、中古でも小さくて

もいいから車を買わないといけないという宮崎

特有の環境があるわけです。こういう人たちに

対する宮崎県としての行政サービスというのは、

１つ立案しても決して悪くはないんじゃないか
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なと。まして、学生の人数だからべらぼうに多

いわけでもないと思うんです。

これによって宮崎県のイメージがよくなり、

若者がこっちに来るようになるとか、そういっ

た視点からの今後の対策も検討していく必要が

あるんだろうなと思うんです。同じものを作っ

たほうがいいですよと言っているわけじゃなく

て。その辺の視点を変えていくことが今、知事

が言われている、将来に向けたビジョン─若

者たちが住みやすくなるような方向性を築いて

いく必要があると思うんですけれども、どうで

しょうか。

○佐野総合交通課長 ありがとうございます。

学生につきましては、これまで私どももいろい

ろと考えてはきているところなんですけれども、

やはり学割の部分で、定期券については事業者

もかなり金額的に配慮をされているといったと

ころもあって、まだそういった企画乗車券まで

はないんですけれども。

今後、バス利用促進協議会で、学生も使いや

すいようにＱＲコードの読み取り端末を入れる

とか、もしくは、一定額を上限とした企画乗車

券を検討したりとか、そういった中で、今、お

話がありましたような、学生向けというところ

も併せて検討させていただければと思ったとこ

ろでございます。

○二見委員 何のためにバスを使うか、公共交

通機関を使うかです。この間行った島根県の私

鉄はそうだったんですけれども、半分は日常生

活、半分は観光。この観光の部分、要するに日

銭が入ってこないと、この交通事業というのは

難しい。やはりそこを何とかしてやっていかな

ければ─特に吉都線とか日南線は観光につな

げられるんじゃないかなと何となく思うんだけ

れども。

ちょっと一緒に乗ってみましょうか。キット

カットのラッピングのときには乗りましたけれ

ども、あのときは都城駅を出て東霧島神社に行っ

て、そのまま帰ってきましたが結構な待ち時間

でした。ほかに行けるようなところをしっかり

交通サイドからというか、これは観光サイドに

なってくると思うんですけれども、そこら辺も

今後の計画の中でしっかり見込んでいかないと

いけないのかなと感じたところでした。

○福田副委員長 今回のこの素案を見ています

と、基本方針というのが資料44ページから大き

く出まして、「需要の掘り起こし」、「運行の最

適化・効率化」、そして「運行基盤の整備・充実」

と、そして46ページに基本方針と目標というの

が出まして、そして施策・事業というのはうま

く流れがつかめるんです。その中で、具体的に

例えば、「需要の掘り起こし」の目標の「利用者

数の増加」につながっている枠の中に、「バス利

用促進協議会の設置と効果的な利用促進策の検

討・実施」などがあるんですけれども。

こういうところでどこまで勘案されているの

か、例えば、飛行機の時刻とかそういうのも考

えた上でいろいろ検討されているのか。

また、もう一つ、時期的なものもいろいろ考

慮して検討されているのかも質問いたします。

○佐野総合交通課長 当然、先ほどの飛行機も

含めて結節というのが大事で、交通事業者同士

もいかに連携を図ってそこの調整をやっていく

かというところでありますので、まさしくこの

協議会の中でやっていきたいと思っているとこ

ろでございます。

○福田副委員長 もう一つの質問の時期的なも

のについて、正月とかお盆とか連休に物すごく

困った事例として、例えば高速バスから飛行機

へ乗り継いで移動する際、今言われました結節
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を考えるわけですけれども、バスが１台来まし

て乗ろうとすると、いやもう乗れません、満員

ですということでそのまま過ぎ去るんです。そ

うすると、お客さんとしては飛行機の出発時刻

が頭にあるものですから、物すごく慌てるんで

す。そういうことも不具合として挙がってきて

いるんじゃないかと思うんです。言葉では「効

率的に」とあるんですけれども、どの辺までそ

ういうことを考えていらっしゃるのかなと思い

ます。

○佐野総合交通課長 今お聞きした事例は、私

どもにそんなに多く届いているところではない

ですけれども、私どもに届いた事例は、こうい

う協議会という場ではなく、必ずその交通事業

者に直接つないで、もし何か問題があれば是正

をお願いするという形で対応させていただいて

いるところでございます。

○脇谷委員 資料60ページの産業におけるデジ

タル人材育成のための取組指針について、とて

もいい取組をされるなと思っております。アン

ケート結果に出ましたように、経営者の意識が

そこまでいっていないことに、とても納得しま

した。県民性もあるのかもしれませんけれども、

中小企業の多い宮崎県において、研修やセミナ

ーを設定したとしても、経営者の方は忙しいと

言って結局はなかなか参加されない。しかし、

飲みに行ったり遊びに行ったりされている方は

多いと思っております。研修やセミナーを設定

しても忙しいと言って参加されないことを考え

れば、「目指すべき姿」の取組の方向性について

は、やはり経営者の意識を変えていかなきゃい

けないと私は思っているところです。

従業員と経営者に向けた支援というよりは、

特に経営者に意識を変革していただく。変革と

いうか、叱咤激励の意味を込めての支援がいい

んじゃないかなと思っているんですけれども、

経営者に向けての取組の方向性についてはどう

いうふうに考えていらっしゃるでしょうか。

○守部産業政策課長 委員からの御指摘、私も

同様に考えておりまして、実は今年度からリス

キリング事業ということで、「産業デジタルリス

キリング事業」をやっておりまして、経営者層、

リーダー層、一般層と３つの階層に分けて人材

育成をやっております。そういった中で、委員

が言われたように、やはり経営者の意識が一番

ＤＸを推進する原動力になると思っております

ので、このリスキリング事業をはじめとして経

営者層に刺さるような事業をやりたいと思って

おります。

参考までに、リスキリング事業は今年度から

実施しているんですが、経営者層につきまして

は定員を超える方から御応募いただきまして、

今まさにその人材育成をやっているところであ

ります。

○脇谷委員 よろしくお願いいたします。

○川添委員 資料45ページの地域公共共通計画

に戻るんですけれども、指標２－１の「広域的

なバスの収支率」の目標値が60％ということで、

運行収入・売上割る経費の数字が赤字の目標値

となっていますが、バス事業は当面赤字で、赤

字の補塡はバス事業者がする形で続いていくと

いうことでよろしいでしょうか。

○佐野総合交通課長 もともと地域間幹線バス

の要件は、複数市町村をまたがる広域な路線と

いうのと赤字であることなんです。赤字である

んだけれども残さないといけない路線について

は、国と県で赤字の部分を補塡しますというも

のでございます。そのため、基本的に赤字です

が、その赤字をできるだけ圧縮していきましょ

うというところでございます。
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○二見委員 もう１つ、先に総合交通課に聞き

たいんですけれども、この間の答弁の中で東九

州新幹線をやっていくという話でしたが、今ま

でと何か違う見通しを持って言われたのか。結

構、報道の影響というのは大きくて、やるんだ

ろう、作るんだろうと言われます。どう答えれ

ばいいのかなというのがあるので、その辺を詳

しく教えてください。

○佐野総合交通課長 東九州新幹線につきまし

ては、基本計画路線になって50年ということで、

県としても単県だけじゃなく─基本計画路線

が全国に11ございます。昨年はその中の５路線

が共同で国に対して要望したり、いろいろやっ

ている中ではありますけれども、やはりなかな

か動いてはこないところが１つ。

それと、国が今年の骨太の方針の中で基本計

画路線に触れていまして、地域の実情に応じて、

今後の方向性を調査、検討するということで、

ニュアンスが少し変わってきているのかなと思

います。また、県民の皆さまの新幹線に対する

期待の声は届いているところです。そういった

ところを知事が総合的に勘案されて、あのよう

に答弁されたところでございます。

東九州新幹線を基本としながら、大分県が久

大線ルートも含め、前回の計画をリバイスされ

ています。

東九州新幹線は７～８年前の計画になるので、

本県においても、計画のリバイス、新八代ルー

ト以外にも考えられるのかどうかというのは、

今後、調査・研究していく必要があります。

そういったものを県議会の皆様を含め、県民

の皆様にお示しした上で、新幹線整備は国家プ

ロジェクトになっていきますので、やはり機運

の醸成もしていく必要があると思っているとこ

ろでございます。

○二見委員 国の方針がプラスに行くのか、マ

イナスに行くのか、どっちのほうで言ったんだ

ろうというのが正直な感想です。50年間そのま

まというのはやはりかなりなことだと思います。

話をしていても、やはり鹿児島、熊本、大分

は宮崎を見ていないじゃないですか。本当に真

剣に力を入れてやらないと。新幹線を引っ張っ

てくるには宮崎が頑張らないとですよね。まし

てや隣県をしっかり巻き込み切ることが大事だ

と思うんですが、それを早くしていかないと。

国のほうが先に何らかの回答を出してくると、

非常に困ったことになると思うので、しっかり

慎重に速やかに対応を考えていただきたいなと

思います。

続いて、人権施策についていいですか。

○山下委員長 ここで委員の皆様にお諮りいた

します。質疑が続いておりますが、時間が参り

ましたので、残りの質疑については午後１時か

ら行いたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上で午前の質疑を

終わります。

午後は１時から再開したいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後０時57分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

委員の皆様から質疑をお願いします。

○二見委員 資料64ページの人権施策基本方針

について、７、感染症患者等という分野が今回

書き加えられるということで、恐らく新型コロ

ナが流行った折に、知見がないものだから罹患

された方が非情な誹謗中傷を受けたり、そういっ

たことがあったからだと思うんです。大事なこ
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とだと思うんですけれども、ただ、その定義の

仕方というか、「新興感染症等の感染症に関する

正しい知識」と言っても、その正しい知識がな

い段階でそれを広げるのか、どう対応するイメ

ージで加筆されたのか、その辺を教えてもらえ

ないでしょうか。

○中村人権同和対策課長 第３章「分野別施策

の推進」の７、「ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者

・感染症患者等」の中に赤字で書いてあります

ように、新興感染症等の感染症に対する正しい

知識の普及啓発を付け加えております。まさに

おっしゃったように新型コロナを想定して書い

ているわけでございます。

今回の新型コロナにつきましても、おっしゃっ

たとおり、発生した当時はどのようなものかが

分からないことから、感染者に対する差別や医

療従事者に対する誹謗中傷といった問題が起

こったわけでございます。ある程度どういうも

のかが分かった後でも、そういう差別的なこと

が続いていたという状況もございますので、新

型コロナを含む新興感染症等の流行に伴う差別

行為の防止ということで、具体的には、パンフ

レットの作成であるとか一般向けの講習会であ

るとか、学校や職場での啓発等を通じて、分か

らない段階では分からない段階なりに差別をし

てはいけないということと、正しい知識の普及

や、誹謗中傷や偏見、差別をしてはいけないと

いったことを広く啓発していくことになると考

えております。

○二見委員 ここでは「新興感染症等」という

ふうに区切っているわけですが、新興感染症と

いうのは新しく起こった感染症ということで、

先ほど言ったように分からないものですよね。

感染がある程度落ち着いて知見が集まってから

も対応が必要だと今言われたけれども、何を根

拠に正しい知識として啓発していくのか。何か

ちょっと違うような気がします。だって初期の

段階では何が正しい知識か分からないわけです

よね。初期の段階から、一応対応はする、その

後も継続してやっていくとされているけれども、

感染症の症状などの情報を出すというやり方な

のか、それとも、ほかのいろいろな病気も含め

て、社会としてはこういうふうに対応していき

ましょうというやり方なのか。

新興感染症に区切ることが本当にいいのかな

と思うんです。もちろん今から何が出てくるか

分からないという、想定での言い方だと思うん

ですけれども、この新興感染症という言い方が

いいのか、どうですか。

○中村人権同和対策課長 昨年、「人権に関する

県民意識調査」を行いまして、その中で、関心

がある問題ということでコロナの問題も挙がっ

てきております。そういったことを踏まえて、

この新しい方針の中に、できる範囲は限られる

のかもしれないですけれども、できる範囲のこ

とを書こうと、従来からある７のＨＩＶ感染者

等の区分の中で、新型コロナについても何らか

の形で書くべきではないかということで、新型

コロナは新興感染症、従来からあるものについ

ては再興感染症という表現を使っているんです

けれども、それらについても差別や偏見はして

はいけないという一般的な啓発をできるだけし

ていこうという姿勢で考えているところでござ

います。

○二見委員 その姿勢はいいと思うんだけれど

も、表現の仕方がこれでいいのかなと感じるん

です。この間の新型コロナを受けて対応しない

といけないというのは分かるんだけれども、こ

れから先、取り組んでいくことの方針でしょう。

ああいうことが起こるのは、別に新興感染症だ
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けでもない。もちろん「等」となっているけれ

ども、こんなふうに具体的に列記するより、も

うちょっと大きく捉えた方がいいんじゃないの

かなと思います。今、おっしゃったように、以

前の病気が再び発生した場合にも─神戸のほ

うでしたか、麻疹が流行ったりとか、今それこ

そ梅毒も増えているとか。とにかく、この表現

の仕方はこれでいいのかなと言っているだけの

ことなんです。

○中村人権同和対策課長 別冊資料３として、

当方針の素案がついていますけれども、その中

では、「ＨＩＶ感染者等」、「ハンセン病患者・

元患者等」、「感染症患者等」という３つに大別

しております。

新型コロナや新型インフルエンザの関係など、

もろもろの新興感染症、再興感染症について35

ページに詳しく書いてあるんですけれども、項

目としては「感染症患者等」という区切りの中

でそれらもろもろを表現してございます。

○川添委員 人権施策基本方針について、資料64

ページの５、同和問題ですが、赤文字で新たに

「インターネット上での差別的な書き込み等の

差別事象に対するモニタリング」とあるんです

が、関西のほうでは特によく見かけたりすると

聞いたことがあるんですけれども、宮崎県内に

おいてもこういうネット上への書き込み事例が

既に出てきているんでしょうか。

○中村人権同和対策課長 おっしゃるとおり同

和問題に関しては、以前からインターネット上

の特定の掲示板で同和地区名を掲載したり、関

係者に対する差別的な書き込みをするといった

ことが全国で行われておりまして、本県でも、

そんなに頻繁ではないんですけれども、そうい

う事例がございます。

定期的に特定の掲示板を見て、キーワードを

検索して、地区名や関係者を誹謗中傷するよう

な表現が書かれていないかなどを確認していく

ことをモニタリングと言うのですけれども、おっ

しゃったように、関西地区とかそういったとこ

ろで物すごく多いんですが、本県でも全くない

わけではないので、今後はモニタリングもやっ

ていかなきゃいけないのかなと考えております。

○岩切委員 話題が変わりますけれども、資料

の55ページ、宮崎県交通・物流ネットワーク戦

略の素案についてでございます。

数値目標の欄がございますけれども、現況が

令和３年度の数字になっていまして、極端に目

標値が大きく見えるわけであります。コロナ禍

における実情が現況に記載されていますが、コ

ロナ禍での宮崎における利用実態をベースに目

標値が読み取れるようにするほうが分かりやす

いのではないかなと感じたんですが、いかがで

しょうか。

○佐野総合交通課長 表記的には、このような

形でコロナ禍の数字、目標については、例えば

「宮崎空港の乗降客数」につきましては、過去

最高が349万人、コロナ禍前の令和元年度が319

万人ぐらいということで、それらを基に計画を

立てております。そういったところがもう少し

分かるように工夫したいと思います。

○岩切委員 この２～３年は特別な期間だった

と思いますので、ぜひよろしくお願いします。

「外国人延べ宿泊者数」も１万人泊を36万人

泊にすると読めば、36倍にするとなってしまい

ます。コロナ禍以前の状況を踏まえての令和８

年における目標と理解できるようにしていただ

けると大変分かりやすいかと思います。

○西丸交通・地域安全対策監 午前中、坂本委

員がおっしゃられましたバスレーン関係で補足

させていただきたいと思います。
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県が制定しております「第11次宮崎県交通安

全基本計画」において、公共機関の利用促進と

いうことで、バス専用優先レーンの制定等につ

いて、警察本部も含めまして、県も共同で検討

してバスレーン等の制定をしております。

○坂本委員 ありがとうございました。私の考

えは午前中申し上げたとおりで、何かの目的を

持ってバスレーンを制定したはずなので、それ

が本当に目的にかなっているのか、このままで

いいのかをぜひ一度御検討いただきたいという

趣旨で申しましたのでよろしくお願いします。

○二見委員 物流について確認なんですが、資

料54ページの施策２で、「ホワイト物流推進運動」

と記載があるんですけれども、これについて教

えてもらえますか。

○佐野総合交通課長 ホワイト物流推進運動に

つきましては、下の米印ですが、国が進めてい

る運動でございまして、トラック輸送の生産性

の向上だったり、女性や60代の運転者等も働き

やすい環境を整えるということで、今認定を進

めているところでございます。県内では17社ぐ

らいの事業者が既に認定されていると思います。

働きやすい職場環境づくりを今後さらに進め

ていきたいと思っているところでございます。

○二見委員 この間川崎市に行ったときに、女

性でも使えるような施設などもできているんだ

なと思いましたが、60代の運転者に対する環境

づくりというのは何かあるんですか。

○佐野総合交通課長 今のところ、具体的には、

自動化・機械化による省力化ということで、国

のほうも今回、緊急パッケージということで、

倉庫での荷役を含めて機械化を進めていくとい

うところでございます。そういったところが高

齢の方も働ける環境づくりの部分でございます。

○二見委員 今までの物流業界は、自分で取り

に行って積み込んで運んで降ろして、ドライバ

ーの労働環境はかなり過酷というのと、そこを

分業していなかったというのは逆にびっくり

だったところです。今、そこら辺はいろいろと

改善していっていると思うんですが、高齢にな

ると運転もきつくなってくるじゃないですか。

視界が見えにくくなったりとか、運転されてい

る方から聞くんです。

話を聞いていて、イメージ的には働いている

人たちがもう少し長く働けるようにというのが

環境整備なのかなと思いました。そういう方向

だったらまだ分かるけれども、例えば60代のシ

ニア層の力を当てにしてと言ってはいけないけ

れども、そこに注力するのはやめたほうがいい

かなと思います。実際、タクシー業界とかもシ

ニア層の力でやってきて、高齢化してしまうと

一気にやめてしまって戻ってくることができな

いというのがあるので。ここの層を新しく入れ

るというより、今までやっている人たちがその

ままもう少し長く働けるようにという取組だっ

たら、ぜひ職場環境の改善という視点からもやっ

ていくべきだろうと思います。

○佐野総合交通課長 委員御指摘のとおりでご

ざいまして、これまでは長距離移動のトラック

のドライバーは65歳ぐらいで体力的にもきつく

なって、そういった方々がタクシーの運転士を

されたりという流れが多かったんですけれども、

ここ最近やはりドライバー不足ということで、

働く期間が長くなり、65歳以上になっていると

ころがあります。そういった意味では、御指摘

のとおり長く働いていく環境をつくっていくと

いうところでございます。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、最後にその他で何か
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ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上をもって総合政

策部を終了いたします。

執行部の皆様お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時13分休憩

午後１時20分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。

○吉村総務部長 総務部です。よろしくお願い

いたします。

まず、本日、大東総務・市町村担当次長が急

遽欠席させていただくことになりましたので、

御報告をいたします。

議案等の説明の前に、まず、危機管理統括監

よりお礼を申し上げます。

○横山危機管理統括監 危機管理統括監の横山

でございます。

去る11月５日に、高鍋町小丸河畔運動公園・

河川敷をメイン会場として開催いたしました、

令和５年度宮崎県総合防災訓練につきましては、

濵砂議長をはじめ、委員の皆様方にも多数御出

席いただき、誠にありがとうございました。

当日は、市町村や消防、警察、自衛隊をはじ

め、多くの防災関係機関が参加し、各訓練項目

ごとにそれぞれの連携を確認しながら、充実し

た訓練を行うことができました。県としまして

は、このような訓練を通しまして、関係機関と

の連携強化や、県民の防災意識の向上を図りま

すとともに、引き続き、ハード・ソフト両面か

ら、防災・減災、県土強靱化の取組を進めてま

いります。

○吉村総務部長 それでは、総務政策常任委員

会資料の２ページ目の目次を御覧ください。

本日、御審議をお願いいたしますのは、予算

議案が２件、特別議案が「宮崎県部設置条例の

一部を改正する条例」など６件、その他報告事

項が「新田原基地における日米共同訓練につい

て」の１件になります。

それでは、予算議案を御説明いたします。

議案第１号、第33号「令和５年度宮崎県一般

会計補正予算（第５号、第６号）」の概要を、私

のほうから御説明いたします。

まず、議案第１号「令和５年度宮崎県一般会

計補正予算（第５号）」は、国庫補助決定に伴う

もの等に要する経費について、措置するもので

あります。

議案第33号「令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」につきましては、国の令和５年

度補正予算（第１号）に係るもの、及び職員の

給与改定に係るもの等に要する経費について措

置するものであります。

次のページをお願いいたします。

補正予算案の歳入財源になります。まず、今

回補正額欄の議案第１号の列を御覧ください。

議案第１号の歳入財源は、自主財源といたし

まして、下から３段目の繰入金が7,166万円、依

存財源の下から２つ目、国庫支出金が６億9,036

万6,000円、県債が３億1,050万円で、歳入合計

が10億7,252万6,000円となっております。

次に、議案第33号の歳入財源は、自主財源と

しまして、上から３段目、分担金及び負担金が

６億7,133万2,000円、４つ下、繰入金が30億1,837

万9,000円、２つ下の諸収入７億4,409万3,000円、

依存財源の国庫支出金188億5,500万8,000円、県

債116億1,230万円で、合計349億111万2,000円の

増額となり、補正後の歳入合計は、右隣になり
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ますが、7,358億7,641万2,000円となります。

次のページをお願いいたします。

補正予算の歳出一覧を款別に整理しておりま

す。

今回補正額の議案第１号の列を御覧ください。

主な事業を御説明いたします。

上から３行目の民生費には、令和４年９月の

台風第14号により被災し、死亡された方の遺族

へ災害弔慰金を支給する町に対しまして、負担

金を支出する経費等であります。次の衛生費は、

健康被害が懸念されている有機フッ素化合物（Ｐ

ＦＡＳ）について、県内全域の河川や地下水を

網羅的に調査するための経費等であります。

次の農林水産業費は、８月の令和５年台風第

６号の豪雨により、新たに発生または拡大した

荒廃山地を緊急に復旧整備するための経費等で

あります。

次に教育費は、国民スポーツ大会に向けた公

式テニスの強化指定校であります佐土原高校の

テニスコート１面をハードコートに整備するた

めの経費であります。

次に議案第33号の列を御覧ください。

まず、各費目には、給与改定に伴います職員

費等の増額分が含まれております。また農林水

産業費及び土木費には、国の補正予算に伴う公

共事業費を計上していることから、特に大きな

増額となっております。

職員費及び公共事業費以外の経費といたしま

して、国の補正予算に伴う物価高対策に係る主

な事業を御説明いたします。

上から２行目の総務費には、ＬＰガス使用世

帯に対しまして、使用料上昇の影響を軽減する

ための支援を行うための経費等を計上しており

ます。

その下の民生費及び衛生費には、食材料費高

騰の影響を受ける医療機関や社会福祉施設等に

支援金を給付するための経費等を計上しており

ます。

その２つ下、農林水産業費には、農業用資材

の価格高騰による負担を軽減するため、農業者

に対しまして、被覆資材の価格高騰分を補助す

るための経費等を計上しております。

その下の商工費には、県内宿泊者に対しまし

て、県内の土産店等で使用できるデジタルクー

ポンを付与するキャンペーンを実施するための

経費等を計上しております。

補正予算案の概要につきましては以上であり

ます。議案等の詳細につきましては、引き続き、

危機管理局長及び担当課室長から説明いたしま

すので、御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。

○山下委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○高妻財政課長 常任委員会資料の６ページを

御覧ください。

３、歳入科目別概要の表でありますけれども、

この表の今回補正額の欄と、一番右の説明の欄

を、今回、冒頭提案いたしました議案第１号と、

追加提案いたしました議案第33号に分けて記載

しております。

まず、分担金及び負担金です。議案第33号分

で６億7,100万円余を受け入れます。これは、土

地改良事業に伴う土地改良区からの分担金等と、

土木事業等に伴う市町村等からの負担金でござ

います。

次に、繰入金です。議案第１号分で7,100万円

余、議案第33号分で30億1,800万円余を繰り入れ

ます。議案第１号分は、公共事業の県費負担分
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等を財政調整積立金等から繰り入れます。

なお、産業廃棄物税基金とありますが、こち

らは新規事業のＰＦＡＳ存在状況緊急調査の財

源の一部として繰り入れるものでございます。

議案第33号分は、給与改定に伴う職員費の増額

分や、国の補正予算に伴う事業の県費負担分に

ついて財政調整積立金から繰入れを行います。

次に、諸収入でございます。議案第33号分で

７億4,400万円余を計上しております。これは、

ダム施設の堰堤改良に伴う受託料を企業局から

受け入れるものです。

７ページでございます。

次に、国庫支出金です。議案第１号分で６

億9,000万円余、議案第33号分で188億5,500万円

余を受け入れます。

議案第１号分の国庫支出金は、２種類ありま

して、国庫負担金と国庫補助金でございます。

まず、上のほうの国庫負担金についてです。

丸の１つ目、民生費国庫負担金ですが、この

うち、先ほども部長から御説明がありましたが、

災害弔慰費については、令和４年台風第14号に

より死亡された方の御遺族に町を通じて災害弔

慰金を支給するために受け入れるものでござい

ます。

次に、丸の２つ目、農林水産業費国庫負担金

です。これは、今年、令和５年台風第６号によ

り荒廃した山地を復旧するため、緊急治山事業

費を受け入れるものです。

次に、国庫補助金です。丸の１つ目、衛生費

国庫補助金ですが、林業技術センター等の照明

をＬＥＤに更新するため、ゼロカーボン推進事

業費などを受け入れます。

その次に、丸の２つ目ですけれども、農林水

産業費国庫補助金です。これは、国の補助を受

ける酪農農場にバイオマスプラントを導入する

ための調査・設計費用を支給するという業務が

ございます。このために、みどりの食料システ

ム戦略推進交付金を受け入れるものでございま

す。

８ページを御覧ください。

議案第33号分の国庫支出金も同じく、国庫負

担金と国庫補助金でございます。

まず、国庫負担金でございます。これは、国

の補正予算に伴う公共事業を実施するために、

道路新設改良費などを受け入れるものでござい

ます。

次に、国庫補助金です。丸の１つ目の総務費

国庫補助金ですが、これは国の補正予算に伴う

物価高対策として、新型コロナの地方創生臨時

交付金のうち、重点支援地方交付金を受け入れ

るものです。

丸の２つ目、民生費国庫補助金と３つ目の衛

生費国庫補助金は、介護施設や医療機関などで

働く介護職員等の賃上げを行う費用を対象施設

に補助するため、介護保険制度運営指導事業費

などを受け入れるものです。

丸の４つ目の農林水産業費国庫補助金と５つ

目の土木費国庫補助金は、国の補正予算に伴う

公共事業を実施するため、社会資本整備総合交

付金事業費などを受け入れます。

９ページでございます。

最後になりますが、県債でございます。議案

第１号分で３億1,000万円余、議案第33号分で116

億1,200万円余を増額いたします。

議案第１号分は、令和５年台風第６号に伴う

荒廃山地の緊急復旧整備に充てるものです。

議案第33号分は、国の補正予算に伴う公共事

業に充てるものです。

これら全てを合わせますと、一番下の歳入合

計の補正後の欄でございますが、7,358億7,641
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万2,000円となります。

○黒岩総務課長 資料の10ページを御覧くださ

い。

11月補正予算案のうち、議案第33号の歳出予

算案につきまして、総務部全体を一括して御説

明いたします。

議案第33号は、人事委員会勧告等に基づく職

員の給与改定に伴う人件費の補正であります。

今回の改定によりまして、常勤職員の月例給

は、国に準じて若年層に重点を置きながら、平

均で0.97％の引上げとなり、勤勉手当の支給月

数につきましては0.1月の引上げとなります。

また、常勤職員に適用される給料表を基礎と

して計算されている会計年度任用職員の報酬等

につきましても、常勤職員に準じて改定される

ことになります。

これに伴う総務部の補正額につきましては、

一番上の総務部の欄になりますが、9,569万6,000

円の増額となっております。この結果、補正後

の予算額は、右から３列目の欄ですが、2,450

億1,404万円となります。

資料の11～29ページにつきましては、各課ご

との内訳となっておりますので、後ほど御覧い

ただきたいと思います。

○徳松行政改革推進室長 委員会資料の30ペー

ジを御覧ください。

議案第３号「宮崎県部設置条例の一部を改正

する条例」について御説明します。

１、改正の理由についてです。

令和９年に本県で開催予定の第81回国民スポ

ーツ大会及び第26回全国障害者スポーツ大会に

向けて、開催準備業務の執行体制のさらなる強

化を目的として、「宮崎国スポ・障スポ局」を新

たに設置するための改正を行うものです。

２の主な改正の内容についてです。

（１）です。現在の７部に宮崎国スポ・障ス

ポ局を追加して７部１局とします。

（２）です。局の追加に伴い、条例名を宮崎

県部設置条例から宮崎県部等設置条例に改正し

ます。

最後に施行期日は令和６年４月１日としてお

ります。

○蛯原税務課長 資料の31ページを御覧くださ

い。

特別議案の議案第４号「宮崎県税条例の一部

を改正する条例」であります。

１の改正理由ですが、森林整備等に必要な地

方財源を安定的に確保する観点から創設されま

した国の森林環境税─以下、森林環境税と言

わせていただきますが、これが令和６年度から

個人住民税均等割と併せて課税されますことか

ら、関係規定の改正を行うものであります。

右の図を御覧ください。これは、森林環境税

の仕組みを示したものになります。

まず、①ですが、市町村は個人住民税均等割

と赤太線で囲んだ森林環境税を併せて納税義務

者に対し課税することになります。

なお、個人住民税均等割には個人市町村民税

と個人県民税の均等割があり、図の中では市町

村民税、県民税と表記しております。また、県

民税の中に点線で囲んでおります宮崎県森林環

境税は、個人県民税均等割に県の森林環境税が

加算されているということを示しているもので

ございます。

次に②になりますが、納税義務者は市町村に

対し個人住民税均等割と森林環境税を納めるこ

とになります。

次に③になりますが、市町村は県に対し納付

があったもののうち県民税と森林環境税を払い

込むこととなります。
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最後に④になりますが、県は国に対し森林環

境税のみを払い込むこととなります。

なお、本県から国に対し払い込む森林環境税

の額は、大まかな計算ではございますが、年間

約５億円と見込んでいるところであります。

左のほうに戻りまして２の改正の内容ですが、

まず（１）の森林環境税に係る文言の追加につ

きましては、右の図の③にありますように、森

林環境税が県民税と合わせて県に払い込まれま

すことから、県税条例の個人県民税に係る関係

箇所に森林環境税の文言を追加するものであり

ます。

（２）の引用条項の条ずれに伴う改正につき

ましては、森林環境税に関する法令の施行に伴

い、地方税法から引用している条文に条ずれが

生じますことから改正を行うものであります。

最後に、３の施行期日ですが、法令の施行日

に合わせまして、令和６年１月１日から施行す

ることとしております。

○高妻財政課長 資料の32ページを御覧くださ

い。

議案第28号「当せん金付証票の発売について」

であります。

これは、資料の１の提案の理由にありますと

おり、令和６年度の全国自治宝くじ及び西日本

宝くじの本県発売額を定めることについて、当

せん金付証票法第４条第１項の規定に基づきま

して、議会の議決に付するものであります。

資料の２の発売金額でございますが、100億円

以内でございます。これは、参考にありますと

おり、今年度の発売額と同額でございます。

○那須人事課長 私のほうから議案第42号、44

号、45号の内容につきまして、お手元の委員会

資料で御説明いたします。

33ページを御覧ください。

まず、議案第42号「職員の給与に関する条例

及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例

の一部を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正理由についてであります。人

事委員会による令和５年の民間給与の調査の結

果、職員の給与が民間の給与を下回っていたこ

とや、国の人事院勧告の内容等を踏まえ、人事

委員会より職員の給与に関する勧告等があった

ことから、国や民間の給与との均衡等を考慮し

て、勧告どおり改定することとし、職員の給与

に関する条例等について、所要の改正を行うも

のであります。

次に、２の主な改正の内容についてでありま

す。

まず、給料表は、（１）にありますとおり、人

事委員会勧告に基づき、0.97％引き上げること

とし、具体的には全ての給料表について、国に

準じて引き上げる改定を行います。

次に、（２）の諸手当についてであります。①

の初任給調整手当につきましては、医師及び歯

科医師に係る手当は国に準じた改定を行い、獣

医師に係る手当は、支給月額の限度を３万円か

ら７万円とする改定を行うものであります。

34ページを御覧ください。

②の特別給、いわゆるボーナスにつきまして

は、人事委員会勧告に基づき勤勉手当の支給月

数を0.1月、定年前再任用短時間勤務職員等につ

いては、0.05月引き上げるものであります。一

般職員を例にしますと、表の改正後の欄にあり

ますとおり、令和５年度は、12月期の勤勉手当

の支給月数を0.1月引き上げて1.05月とし、年間

では期末手当と勤勉手当を合わせまして4.5月と

なります。また、令和６年度以降は、表の一番

下の欄になりますが、引き上げる0.1月分を６月

期と12月期の勤勉手当に割り振り、それぞれ1.00
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月とし、年間では令和５年度と同様に期末手当

と勤勉手当で4.5月となります。

次に、３の改正を要する条例については、職

員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員

の採用等に関する条例について改正を行うもの

であります。

また、４の施行期日等については、公布の日

から施行しますが、給料表と医師及び歯科医師

の初任給調整手当に係る改定については、令和

５年４月１日から適用し、獣医師の初任給調整

手当に係る改定については、令和６年４月１日

から施行いたします。また、勤勉手当のうち、

令和５年12月期に係る改定については、令和５

年12月１日に遡及して適用し、令和６年度以降

分に係る改定については、令和６年４月１日か

ら施行いたします。

続きまして、35ページを御覧ください。

議案第44号「知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例」についてであり

ます。

まず１の改正の理由についてであります。知

事及び県議会の議員等の特別職の期末手当につ

きましては、これまでも国の特別職等に準じて

改定してきたところであり、今般、国の特別職

等において支給月数の改定が行われたことから、

これを踏まえ、所要の改正を行うものでありま

す。

次に、２の改正の内容についてであります。

国の特別職等に準じて、期末手当の支給月数

を0.1月引き上げるものであります。具体的には、

表の改正後の欄にありますとおり、令和５年度

につきましては、12月期の期末手当の支給月数

を0.1月引き上げ1.75月とし、年間では3.4月と

なります。また、令和６年度以降は、表の一番

下の欄になりますが、0.1月分を６月期と12月期

に割り振り、それぞれ1.7月とし、年間では令和

５年度と同様に3.4月となります。

36ページを御覧ください。

次に、３の改正を要する条例につきましては、

知事や県議会の議員など６つの条例について改

正を行うものであります。

最後に、４の施行期日等につきましては、公

布の日から施行するものとし、令和５年12月１

日に遡及して適用いたします。ただし、令和６

年度以降分の改定につきましては、令和６年４

月１日から施行いたします。

続きまして37ページを御覧ください。

議案第45号「会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例等の一部を改正する条例」

についてであります。

まず、１の改正の理由でありますが、会計年

度任用職員の勤勉手当につきましては、今般の

地方自治法の改正等により、令和６年度から支

給できることとなったことから、これを踏まえ

所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正の内容についてであります。

支給対象となる手当に勤勉手当を追加し、その

支給に関しては、常勤職員に準じることとして

おります。具体的には、表の改正後の欄にあり

ますとおり、令和６年度以降につきまして、６

月期と12月期にそれぞれ勤勉手当が1.00月支給

されることとなり、年間では2.0月となります。

38ページを御覧ください。

次に、３の改正を要する条例につきましては、

知事部局等のほか、病院局や企業局など４つの

条例について改正を行うものであります。

最後に、４の施行期日につきましては、令和

６年４月１日から施行いたします。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。



- 37 -

令和５年12月６日(水)

○脇谷委員 森林環境税について教えてくださ

い。「宮崎県森林環境税」と、今度、新たに国の

「森林環境税」ということで、条例に文言が追

加されるということですが、県民にはどうやっ

て徴収の内訳を知らせるのでしょうか。

○蛯原税務課長 まず国の森林環境税につきま

しては、平成31年に法律ができておりまして、

それ以降、国、また県では環境森林部が中心に

なって、ホームページなどで紹介したり、ポス

ターを掲示したりして周知を図ってきておりま

す。また、市町村でも国が作成したポスター等

を掲示して周知を図ってきたところでございま

す。

県の森林環境税につきましては、宮崎県森林

環境税条例という条例を定めておりますが、納

税義務者に課税する際は、個人県民税の、いわ

ゆる超過課税と専門的には言うんですけれども、

個人県民税の中に含まれる形で加算されて課税

されてきておりますので、皆様方の手元に届く

税金の決定通知などを見ましても、表向きでは

均等割という表現しかございません。これまで

も裏面の解説に「この均等割には県の森林環境

税が含まれております」という形で紹介してき

た状況でございます。

○脇谷委員 今度、国の森林環境税が追加され

るときにはどういった形になるんでしょうか。

○蛯原税務課長 詳細はつかんでおりませんが、

伺ったところでは、個人住民税の均等割と所得

割というのが表記されているんですけども、そ

の下に国の分の森林環境税の欄が設けられて、

そこに金額が表示されるということでございま

す。

○脇谷委員 分かりました。それでは、均等割

の中に県の森林環境税が入っていて、別項目で

国の森林環境税が入ることになるわけですね。

もう一ついいですか。これは県税だと思うん

ですけども、先ほど総合政策部で県プールの物

価スライドによる約10億円の増額があったんで

すが、それをどこから出しているのかを教えて

いただきたいです。

○高妻財政課長 県の一般財源から出しており

ます。

○脇谷委員 つまり、公共事業の交付税からと

いうことですか。

○高妻財政課長 建設工事については、そうい

う国庫補助金が入る場合もありますが、基本的

には県費から出しております。一般財源もしく

は県債という形で負担する形になります。

○坂本委員 宮崎県部設置条例の一部を改正す

る条例についてお伺いします。

今回、局が新設されるということで、今まで

の部と局の定義を教えてください。

○徳松行政改革推進室長 定義となりますと、

部は、部設置条例に定めた組織を部と言ってお

ります。今回の局というのは、現在、総合政策

部の中にある国スポ・障スポ準備課を部と同じ

レベルの組織に昇格させて、部と並ぶレベルの

局として提案しているところでございます。

○坂本委員 すみません、聞き方が悪かったか

もしれません。局は部と同等というふうに理解

してよろしいんでしょうか。

○徳松行政改革推進室長 今回の宮崎国スポ・

障スポ局については、部と同じレベルの組織と

いうことになります。

○坂本委員 ちょっとしつこいようですけれど

も、部長と局長は同等というふうに理解してよ

ろしいんですか。

○徳松行政改革推進室長 今回、改正が認めら

れまして、宮崎国スポ・障スポ局ができました

ら、そのトップに当たる職員は部長級というこ
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とで今のところ想定しており、部長と局長は同

じ職位の責任者ということになります。

○坂本委員 もう一つ。今回、宮崎国スポ・障

スポ部ではなくて局にされたのは、どういう理

由からでしょうか。

○徳松行政改革推進室長 今回、局にしたのは、

宮崎国スポ・障スポ大会というのが令和９年の

限定的なものであること、事務内容が所管して

いる国スポ・障スポの業務に限定されること、

また、ほかの部と比べると組織の人員規模が小

さいということで、部ではなくて局という名称

を使うということで考えております。

○坂本委員 わかりました。今回、条例を改正

されて、将来的に同じようなこと─例えば、

国スポ・障スポ以外で局が設置される場合とい

うのは、今おっしゃったような時限的なことや

組織規模が部ほどではないもので、それなりの

権限を持たせる場合というふうに理解してよろ

しいでしょうか。

○徳松行政改革推進室長 そのようになろうか

と思います。

○二見委員 同じような質問なんですけれども、

観光経済交流局等とこの局は同じじゃないんで

すよね。だから、「局」が２種類、病院局、企業

局、この国スポ・障スポ局、観光経済交流局、

水産局もできたんじゃなかったかな。

条例改正するとなると、議会答弁もされるこ

とになるのかなと思うんです。そうすると議場

に席をつくらないといけなくて、会計管理者が

あっち側に配置されているけれども、本当はこっ

ち側だよねという話もあるんです。今回の案件

はそこまで変わってくるものなんですか。

○徳松行政改革推進室長 二見委員がおっ

しゃった、病院局、企業局の局と今回の国スポ

・障スポ局、既存の各部にある局というのは、

漢字は同じ「局」ですけれども、意味合いは違

うことになります。

また、議場の席につきましては、部長級の職

員を充てるという想定でありますので、もしそ

のように部長級の職員が局長となった場合には、

議場の中に席を設けるように─そこについて

は議会事務局と調整させていただきたいと思い

ます。

○二見委員 同じ「局」が混在するのはよくな

いと思うんですよ。何か考えられんかったので

しょうか。病院局とかと今回の新しい局、既存

の部の中にある局。やはり行政は、ものを動か

していく上で言葉を大事にしないといけないの

で、別に反対するつもりではないんですけれど

も、ちょっと整理が必要な気がします。

○岩切委員 外のほうから見ると分かりにくい。

内側にいらっしゃると特に問題意識がないとい

う状況かなとは感じていまして、随分いろんな

方と「局もいろいろです」という話で議論して

いるところです。鹿児島県が今年開催しました

が、その他の県で、どんな体制で準備されてき

たのか、紹介してもらっていいでしょうか。

○徳松行政改革推進室長 先催県の例を御紹介

したいと思います。

今年度は鹿児島県が国スポ・障スポ大会を行

いました。鹿児島県の場合は、国体・全国障害

者スポーツ大会局という名称で、宮崎県と同じ

ように部相当の組織となっています。

令和６年度は佐賀県が開催県ですけれども、

少し特殊な名称なんですが、アルファベットで

ＳＡＧＡ2024ＳＳＰ推進局という組織をつくっ

て、これは部内に置いた局ということで準備を

すると伺っています。また、令和７年度の滋賀

県は国スポ・障スポ大会局で、これは部内局。

令和８年度の青森県は国スポ・障スポ局で、こ
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れは部相当の局ということで、各県様々となっ

ております。

○岩切委員 どこも大体時限的な、ただレベル

的には高い事務を行うという意味付けで、呼称

は局ということなんですね。

今、私ども議会では５つの委員会を編成して

審査をするんですが、この国スポ・障スポ局は

どこの委員会に所属するんでしょう。ごめんな

さい、議会で決めないといけないですね。

冒頭に坂本委員がおっしゃったように、部と

は何ぞや局とは何ぞやという話がしっかり入り

きっていない部分で、今回、他県も局ですとい

う話から局になったんだろうと思うんですが、

若干の分かりにくさがあるということを前提に、

外部や県民に向けて解説しておかないといけな

いかなと。局長としてこれから活動される方に

とっても、そういう位置づけの問題が多少なり

影響するだろうと感じるんですけれども、二見

委員がおっしゃったように、反対するわけじゃ

ないけれども、分かりにくさがありますねとい

う意見です。

○徳松行政改革推進室長 今、御指摘ございま

したけれども、今後、組織の機構図などを対外

的に公表したり示したりする場合には、部と横

並びの組織だということをしっかり説明すると

いうことで進めていきたいと思います。

○二見委員 ２月議会では間に合わなかったで

すか。今議会じゃないといけないんですかね。

話を聞いていて、１回再考した方がいいんじゃ

ないかなと思います。どうしてもすっきりしな

いんですよね。総務部長は部内でもこれでいい

んだと、確たるものをもって、今回、議案とし

て上程しているわけですけれども、説明を聞い

ていても、何か曖昧さというか、拭いきれない

ものがあるんです。

○吉村総務部長 わかりづらいという御指摘は

ごもっともかと思います。検討段階におきまし

ても、今のような疑問はあったところなんです

が、先催県の事例や昭和54年に本県で開催した

際も局としていたこともありまして、今回、局

といたしました。部並びにしたのは、民間の方

々との対外的な交渉もありますし、関係部全て

と調整する必要もありますので、部並び局とし、

責任を持ってやってもらう必要がありますので、

トップは部長級の局長を置くこととしました。

局の名前が分かりづらいことについてはご

もっともでございます。企業局や病院局は公営

企業会計をつかさどる局で、トップは特別職の

局長になります。現在、特定の業務のみをある

程度※時限的に行うという意味で、商工観光労働

部と福祉保健部に部内局を置いておりまして、

局長は次長級がつかさどっております。

そのあたりの違いについては、今、各委員か

ら分かりづらいというお話がありましたので、

承認いただきましたら、公表以降、対外的にしっ

かり説明して、十分認識いただけるような発表

方法、説明等をやっていきたいと考えておりま

すので、御理解いただければと思います。

○川添委員 資料33ページの職員の給与につい

て、民間との較差を埋めるという意味で、人事

委員会勧告を出されたわけですけれども、現状

として、宮崎県職員の給与水準は民間より少な

いのか、また、ラスパイレス指数といいますか、

全国の中でどれくらいの水準にあるのか、この

辺をもう少し詳しく御説明いただけないでしょ

うか。

○那須人事課長 県内の民間との比較ですと、

月例給ベースで、県職員より民間の方が1.01％

高く、特別給では0.08月分、民間の方が高い状

※41ページに訂正発言あり
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況であります。

そういったことを踏まえまして、今回、国に

準じて改定するということで、改定率0.97％、

特別給は0.1月引き上げる形になります。

ラスパイレス指数は、国を100としたときに、

県職員は98弱ということで、数字的には低い状

況ではありますけれども、ラスパイレス指数自

体は、そのときの職員構成などに左右されます

ので、それをもって一概に県職員の給与が高い、

低いといった議論に直接的に結びつくものでは

ないと考えているところであります。

○川添委員 分かりました。

この初任給調整手当というのは、恐らく獣医

師とかの募集に際して特別に必要な手当だと思

います。若い職員は子育てで出費も多いかと思

いますが、例えば５年目、10年目の場合、年間

で幾らぐらい増えるんでしょうか。

○那須人事課長 初任給調整手当につきまして、

今回、３万円から７万円に上限を引き上げます。

詳細は人事委員会の規則等で決める形になりま

すが、上限額の７万円を20年間支給されるよう

なイメージになります。

これまでは、３万円を約20年間支給された場

合、約550万円だったのが、今回、上限を７万円

に引き上げた場合、1,000万円を超えるぐらいの

額が支給されることになります。

○脇谷委員 金額的に少ないんですけれども、

資料23ページの市町村課の一番下の、県議会議

員選挙執行費５万2,000円というのは何でしょう

か。

○池田市町村課長 県議会議員選挙を実施する

際には、会計年度任用職員を雇用しております。

そちらの単価につきましても、常勤会計年度任

用職員の単価引上げに伴いまして上がってきま

すので、それを積算した結果でございます。

○脇谷委員 選挙はもう終わっていますけれど

も、いつの県議会議員選挙執行費になるんでしょ

うか。遡るということでいいんでしょうか。

○池田市町村課長 失礼しました。遡って支給

いたしますので、今年の４月に実施されました

分の差額を増額補正するものでございます。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○渡邉危機管理局長 資料の39ページをお願い

いたします。

新田原基地における日米共同訓練について御

説明します。

まず、１の訓練期間は12月８日から20日まで

の13日間で予定されております。なお、人員や

物資輸送のため航空機がこの期間の前後に飛来

する予定と伺っております。

２の使用基地及び訓練区域ですが、使用する

基地は新田原基地、訓練区域は四国沖と九州西

方沖の区域となります。

次に、３の参加部隊及び規模です。（１）の自

衛隊は、新田原基地の第５航空団、Ｆ15が12機

程度。（２）の米軍は、岩国基地の第12海兵航空

群、ＦＡ18が10機程度、ＫＣ130─こちらは空

中給油機になりますが１機程度、人員は300名程

度とのことです。

なお、岩国基地所属のＦ35Ｂが２機程度訓練

に参加しますが、新田原基地に駐機するのでは

なく、訓練の都度、岩国基地に帰投するという

ことでございます。

４の訓練内容ですが、戦闘機戦闘訓練等とさ

れております。
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５の米軍の宿泊場所につきましては、200名程

度が基地内宿泊、100名程度が基地周辺のホテル

に宿泊する予定です。

最後に、６の県の対応ですが、（１）のとおり、

国に対し参加米軍の綱紀粛正の申入れ、安全対

策の徹底、宿泊施設の改修について、11月22日

に要請を行いました。また、（２）のとおり、訓

練期間中は、危機管理局内に関係機関との連絡

調整等を行う体制を構築することとしておりま

す。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○川添委員 宿泊施設は基地内と、100名程度の

方が基地周辺ということですけれども、基地周

辺というのは宮崎市内も含めてということです

か。新富町かいわいのホテルということでしょ

うか。

○渡邉危機管理局長 九州防衛局からは、基地

周辺のホテルということで伺っております。

○川添委員 分かりました。

今、事故等が起きているオスプレイとかは導

入はないということですか。

○渡邉危機管理局長 今回の訓練ではオスプレ

イは来ません。

○山下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 その他で何かありませんか。

○二見委員 今回、人事委員会勧告で給与改定

を行うわけですが、それはそれで、お聞きした

かったのは、今コロナ禍が明けて経済が動き出

しているんですけれども、燃油も上がっていた

り、宿泊費もかなり上がっていますよね。今回、

知事の給与及び旅費に関する条例というように

なっていたもので、ちょっと引っかかったのは

そこなんですよね。

給与は勧告があるからそれでいいんですけれ

ども、旅費については全く手をつけていないの

かなという感があって、今すぐ何か買いなさい

という話でもないんですが、ただ、やっぱり今

の実情というか経済状況を踏まえた上での調査

はしておかないといけないんじゃないかなと思

うんです。その辺は今何か情報を取っているん

ですか。

以前に比べたら、ホテルはもう２～３倍は当

たり前みたいなところもあって、皆さんもそん

なしょっちゅうではないかもしれないけれども、

出張されたときに─以前から大変厳しい財政

の中でやりくりしているのはよく分かるんです

が、以前と今との差というものを見ておく必要

があるのかなと、変える必要があると言ってい

るわけじゃなくて、ただ、今調べておく必要が

あるのではないかと思ったんですけれども、今

の段階で何かあれば教えてください。

○那須人事課長 県の旅費等の取扱いについて

は、県は基本的に国の取扱い等に準じた形で対

応を行っているところです。

現在、国のほうでも実費支給等の動きがある

ところでありますので、そういった点をしっか

り情報収集しながら、適切に対応してまいりた

いと考えております。

○山下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○吉村総務部長 先ほど私が部内局を説明する

に当たって、「時限的なもの」という発言をした

ようです。申し訳ありません。

期限をもって置いているわけではなく、特定

の重要な施策を機動的に推進するという観点で、

部内に局を置いております。訂正させていただ

きます。

○山下委員長 それでは、以上をもって総務部
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を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前２時17分休憩

午後２時23分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案に

ついて、執行部の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○長倉会計管理者 会計管理局の令和５年度11

月補正予算について御説明いたします。

歳入予算説明資料（議案第33号）の303ページ

を御覧ください。

表の左から２列目、補正額の欄にありますと

おり、687万6,000円の増額をお願いしており、

この結果、補正後の予算額は、その２つ右の欄

になりますが、５億9,329万5,000円となります。

補正予算の内容は、人事委員会勧告に基づく

職員の給与改定に伴う人件費の増額であり、改

定の内容につきましては、給料等の月例給が平

均0.97％の引上げ、特別給であります勤勉手当

の支給月数が0.1月の引上げとなっております。

また、会計年度任用職員の報酬等も職員に準

じて改定されることとなります。

会計管理局の説明は以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いいたします。

○田村人事委員会事務局長 人事委員会事務局

の令和５年度11月補正予算について御説明いた

します。

同じく、歳出予算説明資料（議案第33号）の361

ページを御覧ください。

表の左から２列目の補正額の欄でございます

が、総額で199万3,000円の増額をお願いしてお

ります。この結果、補正後の予算総額は１億4,750

万円となります。

次に補正する事項について御説明いたします。

365ページを御覧ください。

上から５段目の（事項）職員費184万円の増額、

及びその２つ下の（事項）事務局運営費15万3,000

円の増額であります。

これらは、人事委員会勧告に基づく職員及び

会計年度任用職員の給与改定に伴うものであり

ます。改定の内容につきましては、先ほどの会

計管理者の説明のとおりでございます。

○米良監査事務局長 監査事務局の令和５年

度11月補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料（議案第33号）の355ページ

をお願いいたします。

表の左から２列目の補正額の欄でございます

が、総額で173万8,000円の増額をお願いしてお

ります。この結果、補正後の予算額は１億9,182

万5,000円となります。

次に、補正の主な事項について御説明いたし

ます。

359ページを御覧ください。

ページ中ほどの（事項）委員報酬９万4,000円

の増額補正でございます。これは、国の特別職

の給与改定の状況等を踏まえ、常勤監査委員の

期末手当を0.1月分引き上げることによるもので

ございます。

次に、その下の欄、（事項）職員費149万2,000

円の増額補正でございます。これは、人事委員

会勧告に基づく職員の給与改定に伴うものでご

ざいます。

次に、一番下の欄、（事項）運営費15万2,000

円の増額補正でございます。これは、職員の給

与改定に伴い、会計年度任用職員の報酬単価が

引き上げられることによるものでございます。
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給与改定の内容等につきましては、先ほどの会

計管理者の説明と同様でございます。

○渡久山事務局長 県議会事務局の11月補正予

算について御説明いたします。

歳出予算説明資料は、先頭に戻っていただき

まして１ページになります。

左から２列目に補正額の欄でございます

が、858万8,000円の増額をお願いいたしており

ます。この結果、補正後の予算額は11億2,822

万7,000円となります。

補正予算の内容について御説明いたします。

５ページを御覧ください。

まず、議会費の議員報酬でございます。上か

ら５段目になります。368万8,000円の増額でご

ざいます。これは、国の特別職の給与改定状況

を踏まえまして、議員の期末手当の支給月数

を0.1か月分引き上げることによる補正でござい

ます。

次に、その３つ下、事務局費に移りまして、

（事項）職員費でございます。324万6,000円の

増額をお願いいたしております。これは、事務

局職員の給与改定によるものでございます。

次に、その下、（事項）本会議運営費、さらに

その下、図書室運営費、さらに一番下、議会一

般運営費、それぞれ増額補正をお願いしており

ます。これらは、本会議録調製業務嘱託職員等

会計年度任用職員の報酬の改定によるものであ

りまして、職員に準じて改定されることによる

増額補正でございます。

○山下委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上をもって、会計

管理局、人事委員会事務局、監査事務局、議会

事務局を終了します。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時30分休憩

午後２時33分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うこととなっておりますので、明日行

いたいと思います。開会時刻は午後１時といた

したいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上で本日の委員会

を終了いたします。

午後２時33分散会
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午後０時58分再開

出席委員（７人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 福 田 新 一

委 員 二 見 康 之

委 員 川 添 博

委 員 坂 本 康 郎

委 員 岩 切 達 哉

委 員 脇 谷 のりこ

欠席委員（１人）

委 員 濵 砂 守

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 木 村 結

政策調査課主任主事 髙 山 紘 行

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に

賛否も含め、御意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時58分休憩

午後０時58分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行います。採決につきまし

ては議案ごとがよろしいでしょうか、一括がよ

ろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、議案第３号、議案第４号、議案

第８号、議案第12号、議案第28号、議案第33号、

議案第42号、議案第44号及び議案第45号につき

ましては、原案のとおり可決することに御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、議案第３号、議案第４号、議案第

８号、議案第12号、議案第28号、議案第33号、

議案第42号、議案第44号及び議案第45号につき

ましては原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について、御要望

等はありませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後０時59分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りしま

す。

総合政策及び行財政対策に関する調査につい

ては継続審査といたしたいと思いますが、御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、１月18日木曜日に予定されております

閉会中の委員会につきまして、御意見を伺いた

令和５年12月７日(木)
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いと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時２分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、１月18日の閉会中の委員会につき

ましては、今、お話しましたように、県プール

建設現場の現地調査と新田原基地の用地買収に

ついて、担当課とお話をして決めたいと思いま

すが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、以上で委員会を閉会

いたします。

午後１時３分閉会





署 名

総務政策常任委員会委員長 山 下 寿




